
第１４章 事 務 局

第１節 事務局の歩み

第１項 事務局の組織と機構の変遷

�１ 学生部の事務局一元化まで

ａ．事 務 局

１９７９年３月当時の事務局は、庶務部に庶務課（庶務係・文書係・企画調査係）、人

事課（任用係・給与係・職員係・福祉係）が、経理部に主計課（総務係・監査係・司

計第一係・司計第二係・管財係）、経理課（管理係・出納係・経理係・用度係・共済
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組合係）が、施設部に企画課（企画係・工事経理係）、建築課（第一工営係・第二工

営係・第三工営係）、設備課（電気係・機械係）が置かれていた。

その後、情報化・国際化への対応を中心とした事務機構の整備が行われた。

１９７９年４月には設備課に設備係が、１９８０年４月には経理課に情報処理係が置かれ、

１９８２年４月には経理部に情報処理課（情報処理第一係・情報処理第二係）が新設され

た。１９８３年４月には庶務課文書係が文書広報係に名称変更され、庶務課に国際交流係

が置かれた。翌１９８４年４月には庶務部に国際主幹（国際交流係）が新設された。１９８５

年４月には情報処理課に情報処理第三係が増設され、１９８８年４月には経理課管理係を

廃止し、用度係が用度第一係・用度第二係に分離された。なお、１９８８年４月には大学

院自然科学研究科が設置されたが、同研究科の事務は独自の事務組織ができるまでの

間庶務課（企画調査係）が担当した。１９９３年４月には庶務課に学事調査係が置かれ、

企画調査係が企画法規係に名称変更され、情報処理課（情報企画係）に専門職員制が

導入された。

１９９４年４月、教養部事務部が廃止され、庶務部に企画室（企画係・大学教育開放係・

普遍教育管理係・普遍教育実施係）が設置されたが、１９９５年４月には、学内措置によ

り学長特別補佐が置かれ、庶務部企画室・国際主幹と学生部教務課・留学生課から成

る教務国際部が設けられた。庶務部企画室の普遍教育管理係・普遍教育実施係・大学

教育開放係は教務課に移行され、企画室には、分析センター・総合情報処理センタ

ー・アイソトープ総合センター・共同研究推進センターの事務を担当する共同教育研

究施設係が置かれ、企画係は企画・研究協力係に名称変更された。また、同時に真核

微生物研究センター等事務部も真核微生物研究センター事務部・環境リモートセンシ

ング研究センター事務室・大学院自然科学研究科事務室に改組された。

ｂ．学 生 部

１９６５年以降になり、いわゆる「受験戦争」が過熱化し、入試制度の改革が叫ばれる

ようになり、文部省は１９７９年から共通第１次学力試験を発足させたが、各大学でも入

試制度の改善のための様々な試みが行われるようになった。本学は、１９７５年度に入学

主幹を設置し、入学者選抜に関する業務を一元的に処理する体制を整えていたが、

１９８７年５月入試課（入学試験係・資料調査係）を設置し、入学者選抜の円滑な実施、

広報活動の強化、選抜結果の追跡調査と選抜制度の見直し等入試制度の諸改革に対応

できるように事務体制の充実・強化を図った。

大学を取り巻く近年の大きな動きとして教育研究の国際化の問題が上げられる。本
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学は留学生教育については長い歴史をもっているが、その事務体制は、十分とは言い

がたいものであった。１９７５年以降には、留学生に関する事務は学務面と厚生面をそれ

ぞれ教務課と厚生課が分担していたが、入試課の設置にあたり、厚生課留学生寮係が

入試課資料調査係に振替えられた結果、その業務は教務課に一本化され、効率的に行

えるようになった反面、スタッフ的には脆弱化したものとなった。しかし、その後、

留学生１０万人体制といわれるように国策として留学生の受入れが推進されてくると、

本学の留学生数も急激に増加し、留学生に係る事務も増加かつ複雑化を呈するように

なった。このような留学生の増加に対処し、留学生に対してきめ細かな指導援助を行

うため、１９９１年４月留学生センターが設置された。これにあわせて留学生課が設置さ

れ、留学生に関する事務体制も強化されることとなった。そしてここに学生部は教務

課、学生課、厚生課、入試課、留学生課の５課をもって組織されることになった。

平成になってから、いわゆる「団塊の世代」が係長適正年齢になってくると、その

処遇が問題となってきた。これに対して文部省は職員の待遇改善を図りつつ、専門性

を高め業務の質的向上、効率化を図ることを目的として専門職員制の導入を進めるこ

ととした。本学では、１９９３年度の厚生課を皮切りに、１９９４年度に学生課が、さらに事

務局一元化後の１９９７年度には留学生課が専門職員制を導入することとなった。

さて、１９９４年度のカリキュラム改革とそれ以後の普遍教育の運営は、学生部と大き

く係わるできごとであり、学生部の果たした役割を忘れてはならない。当時、教務委

員会、普遍教育等専門部会等カリキュラム改革のための多くの検討機関の庶務はその

ほとんどが教務課が担当するところであった。また、１９９３年に新カリキュラムの全体

像がほぼ完成し、１９９４年４月からの実施が全学の合意とされると、その具体的な準備

のため、１９９３年１２月、新カリキュラム事務室（室長は教務課長が兼務）が設置される

こととなった。同事務室は１９９４年４月の新カリキュラムの実施に向け、シラバスや入

学案内の作成、教室の整備や時間割の編成、在学生への広報等精力的にこなしていっ

たのである。

�２ 事務局一元化とその後の事務局

１９９６年５月、副学長制の導入にあわせて、厚生補導業務のうち教育的な側面をもつ

業務については、機能強化を図るため委員会の見直し等を行い、副学長を中心にその

指導体制を確立・充実させることとし、厚生補導業務のうち事務的な側面を持つ業務

その他教務、入試等に関する業務については、学生部の事務組織を事務局に一元化

し、事務局長の下で処理することにより、総務、経理、施設の各部と緊密な連携を保

第１４章 事 務 局

８７１



ち、有機的に、合理的に行うべく事務体制を整備した。これに伴い、教員の併任によ

る学生部長を改め、学生部次長を学生部長とすることとした。さらに、副学長制の導

入、学生部の事務局一元化、国際主幹の改組による国際交流課（国際学術係・国際協

力係）の設置等による総務機能の拡大などから、庶務部および庶務課をそれぞれ総務

部および総務課へ名称変更した。

また、１９９８年度から全国に先駆けて物理の分野で先進科学プログラム（飛び入学）

を導入するため、１９９７年９月、学内措置により先進科学センターを設置した。センタ

ーの事務は、飛び入学実施学部、学生部教務課・入試課と協力して総務部総務課が処

理することとされた。

１９９７年７月、事務協議会内に「事務組織再編等検討委員会」が設置され、第９次定

員削減および財政構造改革の一環としての事務組織一元化、事務の集約化等による国

立大学の事務職員の合理化減方策に対応するため、中長期的視点をも踏まえ、これま

でにない抜本的な見直しを行った。その結果は、１９９８年１月「千葉大学の事務処理体

制の再編整備について」と題する報告書としてまとめられ、事務協議会、部局長会

議、評議会で了承され、今後の本学の事務組織再編整備の方針とされている。

１９９８年４月には、人事課給与係が給与第一係・給与第二係に、経理課出納係が収入

係・支出係に分離され、国際交流課（国際交流係）に専門職員制が導入された。

今後、上述の方針のもとに、事務組織一元化、事務の集約化が推進される予定であ

る。

�３ 各種委員会

委員会設置の主要のものをたどってみると、１９８０年１月には、有害廃棄物処理施設

運営委員会が、同年１０月には、組換えDNA実験安全委員会が、１９８１年４月には、広

報委員会が、１９８２年５月には、大学会館運営協議会が、１９８７年７月には、留学生委員

会が、１９８９年７月には、情報処理環境整備委員会および交通安全対策委員会がそれぞ

れ設置された。

１９９１年７月、大学設置基準の大綱化により、自己点検・評価を評議会内第１小委員

会の審議事項に追加したが、１９９２年２月には自己点検・評価に関する要綱が制定さ

れ、全学自己点検・評価委員会および各部局等自己点検・評価委員会が設置されるこ

ととなった。

１９９２年９月には、教務全般に関し、全学的調整および合意を必要とする事項につい

て審議する教務委員会が、１９９３年１０月には、校地・施設整備の利用に関し、将来計画
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等を審議する施設整備委員会が設置された。

１９９４年４月、教養部廃止により、普遍教育等を全学的協力体制により円滑に実施す

るため、大学教育委員会が設置され、学部教養部連絡協議会および教務委員会が廃止

された。

１９９５年４月には、本学における生涯学習の推進を図るため、生涯学習推進委員会

が、同年６月には本学における集中方式による短期留学の実施を円滑に進めるため、

短期留学国際プログラム実施委員会が設置された。

１９９６年４月には、副学長制度導入に伴い、委員会組織の見直しを行った。入学試験

に係る委員会の見直しにより、入学試験委員会を設置し、入学試験運営委員会を廃止

した。厚生補導に係る委員会の見直しにより、学生生活委員会を設置し、厚生補導委

員会を廃止した。国際交流および留学生交流に係る委員会の見直しにより、国際交流

委員会を設置し、従前の国際交流委員会および留学生委員会を廃止した。同年５月に

は、本学創立５０周年を記念する事業の企画立案および実施にあたる、創立五十周年記

念事業委員会が、１９９７年２月には、本学におけるスペース・コラボレーション・シス

テム事業の実施および全学的な共同利用に関する必要事項を審議する、スペース・コ

ラボレーション・システム事業実施委員会が設置された。

以上のほか、学内組織の新設の都度、設置までの間、新組織の重要事項を審議する

設置準備委員会が設置されており、新組織の設置後においては、全国（学内）共同利

用施設にあっては、同組織の管理運営の基本方針等重要事項を審議する運営委員会等

が設置されている。

また、評議会内委員会については、１９８９年７月に、委員会の再編成を行い、常置委

員会として、第１～第３小委員会が、特別委員会として、亥鼻地区の統合整備の基本

計画などを審議する、亥鼻地区統合整備委員会が設置されたが、第３小委員会は、

１９９６年４月、入学試験委員会の設置により、亥鼻地区統合整備委員会は、１９９３年１０

月、施設整備委員会の設置により、それぞれ廃止された。なお、特別委員会として、

１９９２年１１月から１９９４年３月まで、学長選考方法等検討委員会が置かれている。

現在、４１の委員会と２つの評議会内委員会が活動しており、本学運営の一端を坦っ

ている。
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第２項 諸規程の変遷

�１ 制定手続きの変遷

１９９６年１月の評議会申合せにより、学則その他本学の諸規程を改正する場合で、評

議会の議を経ることとされているものについて、その改正内容が、例えば法令または

予算措置に伴う組織の新設、改組等に係るもので、その組織名称の整備に類するもの

や法令等の単純な改正（条数等の移動等）に伴うもの、その他軽微な改正と認められ

るものは、学長の判断により、評議会における審議を省略し、評議会報告とすること

とされた。

�２ 主要規程の変遷

１９７９年以降の主要規程の変遷を内容別にたどってみると、まず、管理運営関係で

は、評議会規程については、研究所・教養部の廃止、大学院独立研究科・全国共同利

用施設・副学長の設置に伴って構成員の整備がなされているのみである。教授会規程

については、１９９６年に、学校教育法施行規則の改正により、教授会に代議員会等の制

度を導入した。

代議員会等とは、教授会の定めるところにより、教授会構成員の一部をもって組織

され、代議員会等の議決をもって教授会の議決とすることができるというものであ

る。委員会等については、前項の各種委員会の変遷で述べたところに応じ、規程の制

定・改廃がなされている。

学事関係では、学則については、組織および学生定員の変更に伴う改正がほぼ毎年

あったほか、主なものとしては、１９７９年には、入学資格の改正が、１９８０年には、既修

得単位の認定に関する改正が、１９８１年には、看護学部の学士の名称変更が、１９８３年に

は、短期大学との単位互換導入に伴う改正が、１９８６年には、期間を付した入学定員増

および演習の単位計算方法の変更に伴う改正が、１９８７年には、受験機会の複数化によ

る入学料免除の取り扱いおよび新入生前期分授業料の徴収方法等の変更に伴う改正、

第２次学力検査等の検定料の一部返付に伴う改正並びに学生の懲戒のうち放学に関す

る事由の整備に伴う改正が、１９８９年には、検定料、入学料、授業料および寄宿料の徴

収方法を「国立の学校における授業料その他の費用に関する省令」の定めるところに

よることとする改正が、１９９１年には、総定員を収容定員とし、学士を学位とする改正

および入学資格に関する改正が、１９９２年には、行政機関の休日に関する法律の改正に
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より、休業日に土曜日を追加する改正が、１９９３年には、医学進学課程の廃止、科目等

履修生の導入、教育課程の編成方針の明確化、他の大学又は短期大学における授業科

目の履修および入学前の既修得単位等の認定の条文整備、単位計算方法の改正が、

１９９４年には、新カリキュラムの実施、教養部の廃止、文学部および理学部の学科改

組、教育学部スポーツ科学課程の設置、聴講生制度の廃止等に伴う全面改正が、１９９６

年には、自然科学研究科博士前期課程の設置、短期留学国際プログラムの実施に伴う

改正が、１９９７年には、入学資格の改正および先進科学プログラム（飛び入学）導入に

伴う改正が行われ、現在にいたっている。

大学院学則については、本学大学院研究科規程における共通的事項を可能な限り集

約し、大学院設置基準その他の法令上の諸規定のうち必要のあるものを盛り込んだ通

則を設ける趣旨で、１９８２年７月に制定された。その後、組織および学生定員の変更に

伴う改正がほぼ毎年あったほか、主なものとしては、１９８７年には、新入学生前期分授

業料の徴収方法等の変更に伴う改正が、１９８９年には、教育職員免許法の改正による免

許状の種類の変更に伴う改正および検定料、入学料、授業料および寄宿料の徴収方法

の変更に伴う改正並びに大学院設置基準の改正による博士課程の目的の変更、修士課

程についての他大学院等における研究指導の委託、入学資格・修了要件の弾力化に伴

う改正が、１９９１年には、総定員を収容定員とし、修士および博士の種類を廃止し、入

学資格に関する改正が、１９９３年には、修士課程について大学院設置基準第１４条に定め

る教育方法の特例の実施および入学資格の改正が、１９９４年には、博士課程についての

１４条特例の実施、入学前の既修得単位の卒業要件への算入、科目等履修生制度の導

入、聴講生制度の廃止等に伴う全面改正が、１９９５年には、研究生に関する規定の追

加、入学資格・修了要件に関する改正が、１９９６年には、博士後期課程への編入学資格

に関する改正が、それぞれ行われている。

学位規程については、組織変更および論文審査手数料の変更のほか、主なものとし

ては、１９８１年には、学位の名称を保健学修士から看護学修士とする改正が、１９８３年に

は、大学院学則の制定に伴う全面改正が、１９８９年には、博士の学位授与の対象に研究

者のほか高度専門職業人を追加する改正が、１９９１年には、修士および博士の種類につ

いて専攻分野の名称を冠して列挙することを廃止し、学士を学位に位置づけ、学位に

付記すべき専攻分野の名称を定め、学位記の様式を変更する改正が、それぞれ行われ

ている。

以上のほか、学務関係では、１９８７年に、外国人受託研修員を含む外国人研究者等の

受入れ方法等を定めた「外国人研究者等受入規程」が、１９９３年には、「科目等履修生
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規程」が制定された。科目等履修生規程については、１９９６年に、入学資格を緩和する

改正が行われており、１９９４年に聴講生規程が廃止されている。また、１９９４年には、新

カリキュラムの実施に伴い、普遍教育等に係る授業科目およびその履修方法等を定め

た「普遍教育等履修細則」および他大学又は外国の大学との協議にもとづき、本学が

開設する授業科目を履修させる「特別聴講学生規程」が、１９９６年には、外国の大学と

の協定にもとづき、短期留学生向けの主として英語による授業プログラムの授業科

目、単位数、履修方法等を定めた「短期留学国際プログラム実施規程」が制定されて

いる。厚生補導の関係では、１９９４年に、「入学料の免除に関する規程」および「授業

料の免除および寄宿料の免除に関する規程」を一本化し、「入学料、授業料および寄

宿料の免除等に関する規程」が制定されている。厚生施設関係では、１９８２年に、「大

学会館規程」および「サークル会館規程」が、１９８３年には、「亥鼻地区サークル会館

規程」が、１９９５年には、既設の留学生家族宿舎を包括する「国際交流会館規程」が、

それぞれ制定されている。

人事関係では、１９９４年に、学長選考基準、学長選考基準実施細則、学長選考基準実

施に関して規定の解釈および運営についての申合せ事項、学長選考基準実施に関する

評議会確認事項について、学長選考方法等の見直しに伴う改正を行った。すなわち、

学長候補適任者選定委員会における学長候補適任者の選定枠を「５名を限度」から

「７名を限度」に拡大し、学長候補適任者となるべき者の推薦部局を従来の推薦部局

のほかに学長選挙の公示日において選挙資格者が５名以上の部局を加え、学長候補適

任者となるべき者の推薦には各部局の推薦理由を具体的に記載した推薦書を添付する

こととし、出張以外の公務で他日に振替が困難な場合について不在者投票を認める等

の改正を行った。また、１９９８年には、学長候補適任者選定委員会を構成する部局に各

学部、真菌医学研究センターのほか環境リモートセンシング研究センターを加えた。

名誉教授の称号授与に関する規程については、１９８６年に、勤務年数の算出にあた

り、本学に併設されていた工学短期大学部および他大学（短期大学を除く）における

教授、助教授の勤務年数を一定の割合で本学教授の勤務年数に通算する等の改正を行

い、１９９１年には、名誉教授称号記を授与する際にあわせて授与する名誉教授章の形状

を変更し、１９９３年には、勤務年数が本学教授として２０年に達しない者で「教育上、学

術上の功績が特に顕著であった者」の要件についての名誉教授の称号授与に関する申

合せ事項の改正を行った。１９９６年には、学生部長の事務官への振替に伴い、１９９６年５

月１０日以前の学生部長を部局長経験者に含める同申合せ事項の改正を行い、１９９８年に

は、申合せ事項の「教育上、学術上の功績が特に顕著であったと評議会が認めた者」
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の運用に関して学長名の通知を発出した。

これ以外の人事関係規程では、１９８４年に、国立又は公立の大学における外国人教員

の任用等に関する特別措置法により、本学が任用する外国人教員（日本国籍を有しな

い教授、助教授又は講師をいう。）の任期を３年とする「外国人教員の任期に関する

規程」を、１９８６年には、国立大学協会からの事務連絡「定年前早期退職者に対する退

職手当に係る特例措置を国立大学教員に適用する件について」の趣旨に沿って教員の

勧奨退職に道を開く「教員に対する退職奨励の取扱基準」を、１９９２年には、完全週休

二日制の実施に伴う勤務時間制度の改正に伴い、勤務を要しない日、勤務時間、休憩

時間および休息時間等を整備した「千葉大学に勤務する職員の勤務を要しない日等に

関する規程」（現「千葉大学に勤務する職員の勤務時間、休暇等に関する規程」の前

身）を、１９９３年には、従来、学内措置により置かれていた学科主任等の位置づけを明

確化するために行われた国立学校設置法施行規則の改正および学科長を置く国立大学

の学科を指定する訓令の制定に伴い「学科長に関する規程」を、１９９６年には、副学長

制度の導入に伴い「副学長選考基準」および「副学長職務分担規程」をそれぞれ制定

した。なお、同年、学生部長選考基準が廃止された。１９９７年には、大学の教員等の任

期に関する法律により、大学院自然科学研究科多様性科学専攻の助手に５年の任期制

を導入する「千葉大学における教員の任期に関する規程」が制定された。

庶務関係では、１９７９年に教育研究を目的として本学に来学する外国人の宿泊等に使

用させる「ゲストハウス規程」が、１９８４年に文書処理の簡素化および迅速化を図るた

め「専決に関する細則」が、１９８８年に共同研究の受入れ開始に伴う「共同研究取扱規

程」が、１９９０年には教育研究の豊富化、活発化を図ることを目的として民間等から寄

附にもとづいて付加的に設置される「寄附講座および寄附研究部門規程」が、１９９２年

には本学における開庁範囲および開庁する日を定めた「行政機関の休日において千葉

大学の事務を行う部局・部門等を定める規程」が、１９９５年には本学と地域住民との学

術および文化の交流等を図るために設置された「けやき会館規程」が制定された。

会計関係では、１９８１年に契約関係における、政府調達に係る契約事務の取り扱いに

ついて詳細に定められた。

第３項 諸 行 事 等

千葉大学発足以来、諸行事・催し物は、さまざまな形で、数多く挙行されてきてい

るが、ここでは、全学的に挙行された主なものについて述べることとする。
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開 学 式

１９４９年５月３１日国立学校設置法施行に伴い千葉大学が発足し、諸準備の末、同年１１

月５日に千葉大学開学式が当時の医学部本館講堂（現在の新病院玄関前あたりに時計

台の建物があり、その建物内に医学部本館講堂があった）において盛大に挙行され

た。

入 学 式

第１回入学式は、１９４９年７月２０日に当時の医学部本館講堂において挙行され、学長

の告辞、部局長の紹介および入学生代表の宣誓等が行われ、６４９名の入学生が大学生

活のスタートを切った。その後、毎年４月に全学統一による入学式が挙行されてきた

が、１９７０年度の入学式は、いわゆる大学紛争により会場の確保ができず、各学部、工

業短期大学部、養護教諭養成所ごとに挙行され、この形式は１９７７年まで続いた。

しかし、１９７８年にいたり、すでに平穏な学内状況となっていること、および学内外

における全学統一による入学式挙行の強い要望もあったことから、４月８日に千葉公

園体育館において、再び全学統一による入学式が挙行された。

以後、入学式は、毎年４月８日（土曜日のときは前日、日曜日のときは翌日）に行

われることになった。

なお、１９９１年４月８日の入学式から、式場を千葉ポートアリーナに移し、挙行され

ている。

卒 業 式

第１回卒業式は、１９５３年３月１８日に当時の医学部本館講堂において挙行され、卒業

証書授与後、学長の告示、卒業生代表の答辞等が行われ、本学から５４１名の学生が実

社会へ新しい人材として送り出された。その後、毎年３月に全学統一による卒業式が

挙行されてきたが、１９６９年からは、いわゆる大学紛争のため各学部等で挙行され、

１９７３年まで続いた。

しかし、１９７４年にいたり、すでに平穏な学内状況となっていること、および学内外

における全学統一による卒業式挙行の気運が高まったことにより、３月２３日に千葉公

園体育館において再び全学統一による卒業式が挙行された。

以後、卒業式は、毎年３月２３日（土曜日のときは前日、日曜日のときは翌日）に行

われることになった。

なお、１９９２年３月２３日の卒業式から、式場を千葉ポートアリーナに移し、挙行され

ている。
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大学院入学式

第１回入学式は、医学研究科の大学院設置に伴い、１９５５年９月８日に当時の医学部

本館講堂において挙行され、１５名の大学院生が研究者としてのスタートを切った。そ

の後、１９６４年に薬学研究科が設置され、さらに工学、園芸、理学の各研究科が設置さ

れ、各研究科においてそれぞれ大学院入学式が挙行されてきたが、１９７９年から、全学

統一による大学院入学式が４月１２日（土曜日のときは前日、日曜日のときは翌日）に

行われることになり、薬学部講堂において挙行された。その後、薬学部講堂、教育学

部視聴覚教室等を式場として行われ、現在は医学部記念講堂において挙行されてい

る。

なお、医学研究科以外の研究科については、次のとおり第１回入学式が挙行されて

いる。

薬学研究科 １９６４年４月２８日 工学研究科 １９６５年４月２８日

園芸学研究科 １９６９年４月３０日 理学研究科 １９７５年４月２８日

看護学研究科 １９７９年４月２８日 教育学研究科 １９８２年４月２８日

文学研究科 １９８５年４月２６日 社会科学研究科 １９８５年４月２６日

自然科学研究科 １９８８年４月２５日 社会文化科学研究科 １９９５年４月２８日

大学院修了式

第１回学位記授与式は、１９５９年３月２３日に当時の医学部本館講堂において挙行さ

れ、１５名の医学研究科修了生が研究者として実社会へ送り出された。その後、毎年３

月に各研究科ごとに挙行されてきた。１９７４年から、挙行日が３月２５日（土曜日のとき

は前日、日曜日のときは翌日）に統一され、さらに１９７６年以降は、全学統一による修

了式が行われるようになった。同年３月２５日には事務局５階会議室において挙行さ

れ、学位記授与、学長の告辞、修了生代表の答辞等が行われ、各専攻分野の研究者と

して実社会へ送り出されている。その後、薬学部講堂、教育学部視聴覚教室等を式場

として行われ、現在は医学部記念講堂において挙行されている。

なお、１９９１年３月２５日の修了式から、名称が大学院修了式となり挙行されている。

また、博士論文の提出による学位（乙号）の授与は、１９６１年５月１０日に医学博士の

学位（乙第１号）が授与された。

医学研究科以降に設置された研究科における博士の学位（乙第１号）は、次のとお

り授与されている。

薬 学 研 究 科 博士（薬学）１９８３年２月２６日

自然科学研究科 博士（学術）１９９０年１０月１５日、博士（工学）および博士（農学）
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１９９１年１１月７日、博士（理学）１９９３年９月２１日

看護学研究科 博士（看護学）１９９７年３月７日

論文提出による学位記の授与式は、現在、年４回（３月、６月、９月、１２月）行わ

れており、これまで２，００５名〔１９９８年９月現在〕の審査合格者に対して、博士の学位

が授与されている。

名誉教授との懇談会

これは、名誉教授を本学に招き、学長、部局長等が出席し、教育研究上の諸問題に

関し、本学のあり方について懇談するものである。

第１回の懇談会は１９７２年１１月１７日に行われた。学長から本学の現状および将来計画

等が説明され、ついで、各部局長から当該部局の近況報告および将来計画についての

説明がなされ、名誉教授からの本学に対する希望・意見が述べられた。

その後、毎年１１月に開催されてきたが、１９８２年からは、春秋の２回開催するように

なり、名誉教授および現役教員の講演等も行われている。

なお、１９９７年からは年１回の開催となっている。

永年勤続者表彰式

これは、勤労感謝の日に際し、本学に多年勤務した者に表彰状を授与するものであ

る。当初は、永年勤続者感謝状贈呈式として、１９５４年１１月２３日に学長室において挙行

され、３５名に感謝状と記念品が贈呈された。

その後、毎年挙行され、１９７３年度からは現在の永年勤続者表彰式となった。

新年祝詞交歓会

これは、毎年御用始めの日に、学長・部局長・評議員をはじめ事務局および各部局

の教職員が出席して開催されてきた。

まず、学長から挨拶があり、年頭の抱負が述べられた後、乾杯を行って祝宴に移

り、なごやかに祝詞交換が行われる。

退職者懇談会

これは、毎年停年退官教官および定年退職者を招き、長年の労苦を感謝するもので

ある。

懇談会は、学長から退職者に永年にわたる在職中の功労に対して謝辞が述べられ、

また、今後の活躍が祈念され、退職者からは、思い出話および本学に対する希望等の

意見が述べられた。

なお、従前は停年退官教官送別会（第１回は１９７１年３月２９日開催）ならびに定年退

職者送別会（第１回は１９７３年４月２６日開催）として、それぞれ開催されていたが、
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１９９６年度（１９９７年３月２８日開催）からは、退職時の永年勤続者表彰式後に、停年退官

教官ならびに定年退職者が一堂に会し合同による懇談会が開催されている。

けやき会館竣工記念式典および祝賀会

地域に開かれたキャンパスづくりを推進するための施設として「千葉大学けやき会

館」が竣工し、１９９５年４月２７日に竣工記念式典および祝賀会が挙行された。同会館

は、学術交流の促進を図り、本学における研究教育の発展に資するとともに、本学と

地域住民との学術および文化の交流並びに本学教職員の親睦・交流に寄与することを

目的に、西千葉キャンパスの正門脇の一角に建てられたもので、鉄筋コンクリート３

階建て、延べ面積は２，６２０m２で３２０席の大ホールやレストラン、会議室、レセプショ

ンホール、談話室などが入っている。

記念式典・祝賀会には、文部省から木村文教施設部長、岡技術課課長補佐が出席し

たのをはじめ、有山電気通信大学長、前川国立学校財務センター所長、島崎千葉県副

知事、鶴岡千葉市助役ら学内外約１５０名が出席し、国立大学には珍しい新しい形の多

目的ホール・会館の竣工を祝った。

第４項 自己点検・評価の実施

�１ 自己点検評価体制の整備

１９９１年の大学設置基準の改正により、設置基準上の教育課程に関する法的規制が緩

和されるとともに、大学は「教育研究活動等の状況について自ら点検および評価を行

うことに努めなければならない。」との規定が設けられ、各大学自らの責任において

教育研究の改善を図ることが義務として課せられることになった。

本学においては、１９９１年７月に評議会内第１小委員会で自己点検・評価のあり方に

ついて検討を開始し、１９９２年２月には「千葉大学自己点検・評価に関する要綱」が決

定されるとともに、点検項目指針が出され、具体的に自己点検・評価体制が全学的に

示された。以上の検討段階を経て１９９２年に、学長、部局長、学内共同利用施設の長お

よび事務局長を構成員とする「千葉大学自己点検・評価委員会」が発足した。

また、各部局も「千葉大学自己点検・評価に関する要綱」にもとづき、自己点検・

評価のための組織が発足した。
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�２ 自己点検・評価の組織

ａ．全学の自己点検・評価組織

全学の自己点検・評価組織は、前述のとおり１９９２年２月に本学における教育研究活

動および管理運営等の状況について自ら点検・評価を行い、本学の教育研究水準の向

上を図り、かつ、本学の理念および社会的使命を達成することを目的に設置された。

委員会は、学長を委員長とし、副学長、部局長、学内共同利用施設長および事務局長

で構成され、次の事項について全学的な点検・評価を行っている。

ア．大学のあり方・目標に関すること。

イ．学生の受入れに関すること。

ウ．教育活動に関すること。

エ．研究活動に関すること。

オ．厚生補導に関すること。

カ．管理運営および組織・機構に関すること。

キ．教員組織に関すること。

ク．国際交流に関すること。

ケ．社会との連携に関すること。

コ．施設設備および環境に関すること。

サ．図書および学術情報に関すること。

シ．財政に関すること。

ス．附属病院の診療に関すること。

セ．その他全学委員会又は部局委員会等が必要と認める事項

なお、委員会には必要に応じて専門部会を置くことができるとしている。

ｂ．各部局の自己点検・評価組織

千葉大学自己点検・評価に関する要綱にもとづき、各部局においても自己点検・評

価を実施する組織を設置している。

部局での点検・評価の項目は、全学の自己点検・評価と同様である。

なお、これらの組織・構成員は、それぞれの部局の実情に対応したものとなってお

り、実施結果の取りまとめ、報告書の公表、実施結果の活用等について取り組んでい

る。
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�３ 本学の自己点検・評価の実施状況

全学の自己点検・評価については、１９９３年に最初の自己点検・評価を実施した。点

検・評価は要綱に定める点検・評価項目全般について点検・評価を行い、本学の現状

を明らかにするとともに課題を提起したものである。これらは報告書としてまとめら

れ、『現状と課題 千葉大学―常により高きものへ―』として公表された。

１９９４年度には、教養部を廃止し、４�６年一貫教育の新しいカリキュラムによる教育

を開始し、おおむね１年を経過した１９９５年３月に、新教育課程の実施体制の点検、学

生へのアンケートなどによる教育改革の評価などを行い、『普遍教育と専門教育の調

和を求めて―新教育課程（普遍教育等）の実施とその点検・評価報告書―』としてま

とめ公表した。

１９９５年度には、本学における研究活動の一面を文部省科学研究費補助金の申請・採

択状況から点検を行い、『文部省科学研究費補助金の申請・採択状況にみる千葉大学

の研究活動状況』としてまとめ公表した。

１９９６年度には、普遍教育について第三者による点検・評価を行い、『千葉大学普遍

教育等外部評価報告書』としてまとめ公表した。また、普遍教育のうち、外国語教育

についても第三者評価を実施し、『外部評価委員会報告書』として取りまとめ公表し

た。

１９９７年度には、財団法人大学基準協会による総合的観点から行う大学評価を受け、

大学のもつ長所と問題点を明らかにした。

第５項 事務情報化の推進

本学の事務情報化の歴史は、１９７７年に文部省の給与計算事務システムの端末を設置

することにより始まった。１９８０年４月には経理課に情報処理係が置かれ、本格的な事

務情報化への第一歩を踏み出した。その後、１９８２年４月には経理部情報処理課が設置

され、現在の体制となった。

１９８０年１１月、文部省のブロック共同処理構想にもとづく、全国１３地区の内、茨城、

栃木、群馬および千葉の４県で構成の関東Ｂ地区共同利用のための中型電子計算機が

本学に設置され、１９８１年度からは地区内オンラインにより人事・給与計算事務の電算

処理を開始したのを手始めに、１９８４年３月から建設工事資格審査事務の共同処理を開

始、漸次地区内各機関に端末校用小型計算機の設置に対応して共同処理を実施してき
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た。１９８６年３月には「電子計算機による国立学校の事務処理に関する訓令」が制定さ

れ、地区共同利用が制度化された。

また、国立学校事務情報化を推進するため、国立学校の共通的な事務について、そ

の情報化に係る汎用システムの開発を文部省を中心とした全国１３地区のセンター校で

協力して行い、各国立学校の利用に供している。本学では１９７７年９月から文部省汎用

システムをベースとした独自システムの開発をあわせ行い、給与計算、人事、予算執

行管理、教務事務等の事務システムが稼動している（表２―１４―１ａ）。

関東Ｂ地区のセンター校である本学では、地区共同利用の電子計算機として、１９８０

年１１月にACOSシステム４５０を設置し、以後更新を重ね、１９９６年１１月からはACOSシ

ステム３６００／８により処理を行っている（表２―１４―１ｂ）。

さらに、１９９６年度に学内LAN（情報通信網）が敷設され、また、端末機（パソコ

ン）の整備も年々進められており、事務連絡・広報等の電子化を推進している。

表２―１４―１a �１稼動システムの概要

開発年月 シ ス テ ム 名 開発年月 シ ス テ ム 名

１９７７年 ９ 月 給与計算事務 １９８５年 ４ 月 授業料債権管理事務

１９８１年 ９ 月 人事管理基本事項関係事務 １９８６年 ３ 月 学籍管理事務

１９８３年１０月 一般競争参加資格審査事務 １９８９年 ４ 月 予算執行管理事務

１９８５年 １ 月 授業料免除関係事務 １９９７年 ４ 月 新教務事務

１９８５年 ２ 月 建設工事資格審査事務

表２―１４―１b �２共用電子計算機の更新状況

更新年月日 メーカー 機 種

１９７８年３月 日立製作所 HITAC―８１５０

１９８０年１１月 日 本 電 気 ACOSシステム４５０

１９８４年１０月 日 本 電 気 ACOSシステム４５０／５１

１９８８年３月 日 本 電 気 ACOSシステム６３０／１０

１９９２年１１月 日 本 電 気 ACOSシステム３６００／６

１９９６年１１月 日 本 電 気 ACOSシステム３６００／８
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第２節 国際交流の進展

千葉大学の５０年の歩みを顧みると、千葉大学における共同研究・研究者交流数、大

学間交流協定校数、受入れ留学生数などにおいて、国際化が急速な進展を遂げてきた

ことが分かる。

一方、それに伴う学内委員会組織として、１９７６年に学術交流に関する諸問題を審議

するための「国際交流委員会」を設置し、また、１９８７年には外国人留学生の受入れお

よび本学学生の海外留学に関する諸問題を専ら審議するための「留学生委員会」を新

たに設置した。さらに１９９５年には翌年１０月から開始した短期留学国際プログラムに関

する諸問題審議のための「短期留学国際プログラム実施委員会」を設置した。なお、

国際交流委員会および留学生委員会は、１９９５年に千葉大学の国際交流推進のための中

長期的な基本構想に関する事項を審議するために設置された「千葉大学国際交流基本

構想委員会」がとりまとめた「２１世紀の千葉大学国際化・国際交流推進基本構想

（１９９６年３月）」の提言により、１９９６年度より学長を委員長とし、評議員から選ばれ

た委員からなる「千葉大学国際交流委員会」として一体化された。

組織・施設の面では、１９９１年に留学生センターの設置、１９９５年に外国人留学生・研

究者用の国際交流会館等施設の整備、１９８４年に国際主幹の設置（１９９６年４月に国際交

流課に改組）、１９９１年に留学生課の設置等国際交流担当の部署の整備も進んだ。

第１項 大学間交流協定等

１９８２年にドイツ（当時は西ドイツ）のゲオルグ・アウグスト大学ゲッティンゲンと

千葉大学との間に姉妹大学協定が締結されて以来、現在までに２１の外国の大学との大

学間交流協定が締結された（表２―１４―２ａ）。また、部局間レベルにおいても、１９８７

年に薬学部とカナダのアルバータ大学薬学部との間で部局間交流協定が締結されたの

をはじめとして、これまでに３２件の部局間交流協定が締結された（表２―１４―２ｂ）。
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表２―１４―２a 大学間協定校（１９９８年８月１日現在）

大 学 名 国名（都市名） 締結年月日

ゲオルグ・アウグスト大学ゲッ

ティンゲン

ドイツ連邦共和国（ゲッティンゲン） １９８２．５．１３

アラバマ大学（タスカルーサ校） アメリカ合衆国

（アラバマ州タスカルーサ）

１９８４．１．１５

湖南大学 中華人民共和国（湖南省長沙市） １９８５．５．１０

ガジャマダ大学 インドネシア共和国

（ジョグ・ジャカルタ）

１９９０．１０．４

モナシュ大学 オーストラリア

（ビクトリア州クレイトン）

１９９４．５．３０

ヒューストン大学システム アメリカ合衆国

（テキサス州ヒューストン）

１９９５．３．３０

オーストラリア国立大学 オーストラリア（キャンベラ） １９９６．３．３０

ニューヨーク州立大学

（ストーニーブルック校）

アメリカ合衆国

（ニューヨーク州ストーニーブルック）

１９９６．４．１５

プリンス・オブ・ソンクラ大学 タイ王国（ソンクラ） １９９６．５．９

ミンダナオ国立大学 フィリピン（マラウィ市） １９９６．９．４

メリーランド大学

（カレッジパーク校）

アメリカ合衆国

（メリーランド州カレッジパーク）

１９９６．９．１１

カリフォルニア大学

（ロスアンゼルス校）

アメリカ合衆国（カリフォルニア州ロス

アンゼルス）

１９９６．９．１２

アルバータ大学 カナダ（アルバータ州エドモントン） １９９６．９．１８

イリノイ大学（シカゴ校） アメリカ合衆国（イリノイ州シカゴ） １９９６．９．２５

デブレツェン大学連合 ハンガリー共和国（デブレツェン） １９９６．１２．３

マギル大学 カナダ（ケベック州モントリオール） １９９７．６．２

ウィッテンバーグ大学 アメリカ合衆国

（オハイオ州スプリングフィールド）

１９９７．７．１４

コーネル大学 アメリカ合衆国

（ニューヨーク州イサカ）

１９９７．７．１５

ウィスコンシン大学

（オークレア校）

アメリカ合衆国

（ウィスコンシン州オークレア）

１９９７．９．８

インドネシア大学 インドネシア共和国（ジャカルタ） １９９７．１２．２９

バージニア大学 アメリカ合衆国

（バージニア州シャーロッツビル）

１９９８．３．３１
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表２―１４―２b 部局間協定校（１９９８年８月１日現在）

部 局 名 大 学 名 国 名 締結年月日

薬学部 アルバータ大学薬学部 カナダ １９８７．１．２６

薬学部 チュラロンコーン大学薬学部 タイ王国 １９９０．４．１６

法経学部 ヒューストン大学経商学部 アメリカ合衆国 １９９０．８．７

看護学部 アラバマ大学（バーミングハム

校）看護学部

アメリカ合衆国 １９９０．８．２２

文学部 ウォリック大学文芸学部 連合王国 １９９０．１０．８

園芸学部 南京農業大学農業並生命科学学院 中華人民共和国 １９９２．１１．５

園芸学部 カセサート大学農学部 タイ王国 １９９２．１１．１６

工学部 ヒューストン大学カレン工学部、

建築学部

アメリカ合衆国 １９９４．７．２２

文学部 ヤクーツク国立大学文学部、外国

語学部、サハ言語・民族文化学部

ロシア連邦 １９９５．３．２

理学部 ロシア科学アカデミー極東支部太

平洋海洋研究所

ロシア連邦 １９９５．８．２９

薬学部 チェンマイ大学薬学部 タイ王国 １９９６．２．２

理学部 コーネル大学工学校 アメリカ合衆国 １９９６．２．１４

環境リモートセンシ

ング研究センター

モンゴル国立リモートセンシング

センター

モンゴル国 １９９６．２．１４

薬学部 中国薬科大学薬学院 中華人民共和国 １９９６．２．２８

工学部 インドネシア大学工学部 インドネシア共

和国

１９９６．５．１３

環境リモートセンシ

ング研究センター

カザフスタン科学アカデミー植物

学研究所

カザフスタン共

和国

１９９６．８．２２

園芸学部 忠北大学先端園芸技術開発研究セ

ンター

大韓民国 １９９６．１０．２１

看護学部 ミシガン大学看護学部 アメリカ合衆国 １９９６．１０．２９

理学部 中国科学院上海有機化学研究所 中華人民共和国 １９９７．２．３

環境リモートセンシ

ング研究センター

中国科学院安徽光学精密機械研究

所

中華人民共和国 １９９７．４．１２

園芸学部・自然科学

研究科

ラヴァル大学農学部 カナダ １９９７．６．２６

理学部 中国科学院水問題連合研究センター 中華人民共和国 １９９７．７．２
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第２項 外国人研究者等の受け入れ

千葉大学における外国人研究者等（一定期間以上本学において共同研究に従事する

外国人研究者および外国人教員等）と外国人来訪者（視察、表敬、講演等を目的とす

る外国からの短期間の来訪者）の受け入れ数は年々増加している。１９８１年度において

は外国人研究者等の受け入れ数は３３件、外国人来訪者の受け入れ数は７８件であった

が、１９９７年度においては、それぞれ２６２件、１６０件となり、大幅な伸びを示している。

１９８７年には、「千葉大学外国人研究者等受入規程」が制定された。特に近年の外国人

研究者等の受け入れ数の伸びは著しく、引き続き増加することが見込まれるが、その

一方で宿泊施設（国際交流会館の部屋数）の不足という新たな問題も生じている（図

２―１４―１）。

真菌医学研究センタ

ー

サンパウロ州立パウリスタ総合大

学

ブラジル連邦共

和国

１９９７．７．３

園芸学部・自然科学

研究科

中国農業大学植物科技学部、電子

電力学部、機械工学学部、水利土

木学部、管理工学部、食品科学部

中華人民共和国 １９９７．８．１１

工学部・自然科学研

究科

ロチェスター工科大学視覚芸術科

学部

アメリカ合衆国 １９９７．１０．３１

文学部・社会文化科

学研究科

ニージニイ・ノヴゴロド言語大学 ロシア連邦 １９９７．１２．１８

園芸学部・自然科学

研究科

クレムソン大学農学・林学・生命

科学部

アメリカ合衆国 １９９８．１．２０

園芸学部・自然科学

研究科

ルイジアナ州立大学デザイン学部 アメリカ合衆国 １９９８．２．５

環境リモートセンシ

ング研究センター・

自然科学研究科

中国科学院大気物理研究所 中華人民共和国 １９９８．３．１９

園芸学部・自然科学

研究科

慶煕大学校産業大学 大韓民国 １９９８．６．１９

法経学部 ポツダム大学法学部 ドイツ連邦共和国 １９９８．６．１２

環境リモートセンシ

ング研究センター

中国科学院遥感応用研究所 中華人民共和国 １９９８．７．２９
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第３項 教職員の海外派遣

本学教職員の海外渡航数は、過去２０年間に飛躍的に増加した。特に文部省各種派遣

事業、その他日本学術振興会、外国政府等資金、委任経理金等による教員の海外にお

ける研究活動は年々活発化しており、１９７７年度には外国出張件数３４件、海外研修１０５

件であったところ、１９９６年度には、外国出張件数３３７件、海外研修３７９件とこの間外国

出張は約１０倍、海外研修は約３倍の伸び率を示している。

第４項 各種国際交流事業

教員の諸外国への派遣事業等としては、文部省による在外研究員制度によるもの、

国際研究集会派遣研究員によるもの、科学研究費補助金（国際学術研究）によるも

の、国際シンポジウム助成によるもの等がある。その他日本学術振興会事業による派

遣、国際協力事業団による専門家派遣、各種助成団体等による旅費等の助成等多数の

制度があり、これらの制度等を活用した本学教員の研究活動は年々活発化している。

１９９７年度における主な制度の本学関係採択件数は、表２―１４―３のとおりである。

図２―１４―１ 外国人研究者等受入数
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第５項 千葉大学国際交流関係事業

前項に述べた我が国の諸制度等とは別に、本学においても独自に教員等の派遣助成

等の制度を発足させ、本学の国際交流推進の一助としている。各制度の概略は次のと

おりである。

永井学術・教育国際交流基金国際研究集会派遣若手研究員

本制度は、千葉市在住の実業家永井幸喜（株式会社ケーヨー会長）の設立した基金

からの助成金により１９８８年度発足した。

本制度の趣旨は、海外で開催される学術的な国際研究集会に本学の若手研究員を派

遣し、学術の国際交流の発展に資するとともに、本学における学術研究の推進を図る

ことを目的とし、本学の助教授・講師・助手であって原則として４０才以下の教員が対

象となっている。毎年平均して７～８名の教員が海外で開催されている研究集会に派

遣されている。

千葉大学国際研究集会

本学の特色ある研究テーマについて、内外の研究者の参加を得て、本学の研究者に

よる国際研究集会の開催を援助し、研究の活性化、高度化および研究成果の内外への

発信等に資し、本学における国際交流の推進に寄与することを目的としている。国際

研究集会開催のための印刷製本費、消耗品費、通信費等の経費を助成するもので、

１９９５年度に発足し、年間４～５件程度の国際研究集会を支援している。

表２―１４―３ 各種国際交流事業採択件数（１９９７年度）

在外研究員

長期在外研究員（甲種研究員） ６件

短期在外研究員 １件

若手別枠推薦による長期在外研究員（甲種研究員） ３件

海外研究開発動向調査（平成７年度補正予算からの新制度） ４件

国際研究集会派遣研究員 ５件

科学研究費補助金

（国際学術研究）

学術調査 ６件

共同研究 ４件

大学間協力研究 ２件

日本学術振興会事業による派遣 １９件

国際協力事業団による専門家派遣 ６件
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また、１９９５年度のけやき会館の竣工と相まって千葉大学が主催する国際研究集会の

開催が一層活発化した。

千葉大学大学院生の海外派遣

海外で開催される国際研究集会等に指導教員等の引率の下に出席し、発表を行う本

学の大学院生を奨励するため、その出張経費を支出した指導教員等に対して１５万円を

限度に助成を行うもので、制度が発足した１９９６年度から毎年２０名前後が派遣されてい

る。

千葉大学委任経理金共通経費

各部局で受け入れる委任経理金受入額の１％を共通経費として拠出し、事務官等の

海外派遣を含む国際交流事業充実等のための事務経費に充てるもので、１９９６年度に設

立された。本学と大学間交流協定を締結している大学との交流活動の推進協議および

留学生フェアへの事務職員等の派遣、事務職員の海外語学・実務研修への派遣等の事

業が具体化されており、同経費による各種事業により本学事務職員の語学力および資

質の向上が期待されている。

第６項 外国人留学生の受入れ

１９８０年度から今日までの本学における留学生受入れ数は表２―１４―４のとおりであ

る。この約２０年間は本学の留学生数が飛躍的に拡大した時期でもあり、同時に拡大か

ら減少に転じた時期でもある。この間の動きとして、政府レベルではわが国における

留学生受入れ数の拡大をめざした、いわゆる「留学生受入れ１０万人計画」（１９８３年８

月）が発表された。学内的には、留学生センターが１９９１年４月に設置、また、海外の

協定校の学部学生を対象に英語で授業を行う、「千葉大学短期留学国際プログラム

（Ｊ―PAC）」が１９９６年１０月に開設された。

なお、最近の留学生数の傾向として、学部学生は減少、大学院学生および特別聴講

学生（協定校からの留学生）は増加傾向にある。また、現在、世界５３カ国・地域から

６２５名の留学生が在籍しているが、その半数は中国からの留学生である。

学生の海外派遣は、海外の大学との学生交流協定締結の拡大とともに増加しつつあ

る。１９９６年度を例にとると、公的資金による者１０名、自費による者２０名、計３０名が海

外の協定校等に派遣された。
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第３節 定員と人事

第１項 職員定員の変遷

創設時から１９７９年度までの職員定員の変遷は、『千葉大学三十年史』（１９８０年刊行）

の第Ⅱ部第１８章第３節「定員の推移」および「資料編」３―�３を参照するとして、こ

こでは、１９８０年度以降現在までの定員の変遷を表２―１４―５に示す。

なお、１９８０年度以降の定員削減については、第５次～第８次まで実施され、この

間、定年制実施に伴う削減も含めて助手１９名、その他職員２５３名が削減された。

表２―１４―４ 外国人留学生受入れ数（５月１日現在）

年度 学 部 大 学 院 研 究 生 特 別 聴 日 本 語 そ の 他 合 計

１９８０ ２９ １７ ２０ ６ ７２

１９８１ ３２ １８ ２４ １７ ９１

１９８２ ３１ ２０ ３７ １２ １００

１９８３ ３２ ２３ ３９ １２ １０６

１９８４ ３８ ２８ ４０ ８ １１４

１９８５ ４４ ４３ ５４ ５ １４６

１９８６ ５９ ５７ ６２ ９ １８７

１９８７ ８３ ８４ ７２ １ ７ ２４７

１９８８ １０６ １０８ ８７ ２ １１ ３１４

１９８９ １１６ １１９ １０４ ２４ ３６３

１９９０ １１７ １４４ １５７ ２３ ４４１

１９９１ １１５ １７７ １３３ ２１ ４４６

１９９２ １３９ ２０３ １４１ １ １１ ４９５

１９９３ １７１ ２０９ １２３ １５ ５１８

１９９４ ２０１ ２４４ １３５ ２ １３ １５ ６１０

１９９５ ２１１ ２６７ １１９ １９ １８ １０ ６４４

１９９６ １８２ ３００ ９０ ３５ ２１ １３ ６４１

１９９７ １６１ ２９６ ９８ ４０ ２３ ７ ６２５

（注）「特別聴」は特別聴講学生を、「日本語」は留学生センター日本語研修生を示す。
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さらに、第９次定員削減（１９９７年度～２００１年度、助手６名、その他職員６５名削減計

画）が現在実施されている。また、１９９９年度から３年間に財政構造改革に伴う事務職

員の合理化減として、その他職員８名の定員削減が計画されている（表２―１４―６）。

表２―１４―５ 千葉大学職員定員の変遷（１９８０年度以降）

年度 学長 教授 助教授 講師 助手 教諭 その他職員 計 備 考

１９８０ １ ３５６ ３２３ ７５ ３３３ ９０ １，３５６ ２，５３４
第５次定員削減

１９８１ １ ３６３ ３３１ ７３ ３３６ ９４ １，３４４ ２，５４２

１９８２ １ ３７９ ３３２ ７４ ３３７ ９６ １，３３３ ２，５５２

第６次定員削減

１９８３ １ ３９４ ３３３ ７４ ３３７ ９７ １，３３４ ２，５７０

１９８４ １ ４０４ ３３６ ７４ ３３８ ９８ １，３３５ ２，５８６

１９８５ １ ４０５ ３３７ ７５ ３３６ ９８ １，３２８ ２，５８０

１９８６ １ ４０７ ３３８ ７６ ３３７ ９９ １，３１４ ２，５７２

１９８７ １ ４１５ ３４５ ７８ ３３８ ９９ １，３０３ ２，５７９

第７次定員削減

１９８８ １ ４２９ ３５７ ７９ ３４１ ９９ １，２９１ ２，５９７

１９８９ １ ４３８ ３６５ ７９ ３４６ １００ １，２８０ ２，６０９

１９９０ １ ４４３ ３６７ ８０ ３４７ １００ １，２６７ ２，６０５

１９９１ １ ４５１ ３６８ ８１ ３４４ １００ １，２５５ ２，６００

１９９２ １ ４５８ ３７２ ８１ ３４２ １００ １，２４８ ２，６０２

第８次定員削減

１９９３ １ ４６２ ３７７ ８１ ３４２ １０１ １，２３９ ２，６０３

１９９４ １ ４６６ ３８３ ８１ ３４４ １０２ １，２２４ ２，６０１

１９９５ １ ４７０ ３８７ ８０ ３４９ １０２ １，２１４ ２，６０３

１９９６ １ ４７１ ３９１ ８０ ３５０ １０２ １，２０４ ２，５９９

１９９７ １ ４７６ ３９２ ８０ ３４２ １０２ １，１９６ ２，５８９
第９次定員削減

１９９８ １ ４８４ ４０１ ８０ ３３８ １０２ １，１８１ ２，５８７

表２―１４―６ 千葉大学における定員削減等の変遷（１９８０年度以降）

年度 教 育 職 員 その他職員 計 備 考

１９８０ △１３ △１３
第５次定員削減

１９８１ △１３ △１３

１９８２ △２ △１５ △１７
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第２項 他機関との人事交流

千葉大学では、組織の活性化および職員の資質向上による有能な人材の育成を図る

ために、他機関との円滑な人事交流を推進している。

千葉県内では、木更津工業高等専門学校、国立歴史民俗博物館、メディア教育開発

センター（旧放送教育開発センター）、国立学校財務センターおよび放送大学学園の

５機関と定期的な人事交流を行っているほか、県外の９機関とも人事交流を図ってい

る。

本学からの出向者数および他機関からの受入者数は表２―１４―７のとおりである。

１９８３ △１ △１６ △１７
第６次定員削減

１９８４ △１ △１５ △１６

１９８５ △１ △１６ △１７

〃 △８ △８ 定年制施行に伴う定員減

１９８６ △１ △１６ △１７ 第６次定員削減

１９８７ △２ △１４ △１６

第７次定員削減

１９８８ △２ △１６ △１８

１９８９ △１ △１５ △１６

１９９０ △１ △１５ △１６

１９９１ △１ △１５ △１６

１９９２ △２ △１３ △１５

第８次定員削減

１９９３ △１ △１３ △１４

１９９４ △１ △１３ △１４

１９９５ △１ △１４ △１５

１９９６ △１ △１３ △１４

１９９７ △２ △１３ △１５
第９次定員削減

１９９８ △１ △１４ △１５
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第４節 財 政

１９６４年に国立学校特別会計法が制定されたが、この法律の趣旨は、国立学校の予算

を一般会計と区別して経理を明確にし、国立学校の財政の確立、予算の弾力的運用等

を行い、国立学校の充実を図ろうとするものである。以来この法律のもとで３５年の歳

月を経たことになる。

その間、千葉大学は総合大学として大きな変革を遂げてきたが、なかでも１９９１年度

の大学設置基準等の改正を契機に、各大学は理念・目的を明らかにし、全学的なカリ

表２―１４―７ 出向者数および他機関からの受入者数（１９９８年７月１日現在）

機 関 名

出 向 者 数 受 入 者 数

事
務
長

補

佐

係長・

専門職員

主

任

係

員
計

事
務
長

係

長

係

員
計

県

内

木更津工業高等専門学校 ６ ２ １ ９

国 立 歴 史 民 俗 博 物 館 ２ ６ ７ １５

メディア教育開発センター １ １３ ２ ５ ２１

国立学校財務センター ２ ２ ４

放 送 大 学 学 園 １ １ ４ ３ ８ １７

計 １ ４ ３１ ７ ２３ ６６

県

内

東 京 大 学 １ １ １ ３ １ １ ２

東 京 医 科 歯 科 大 学 １ １

東 京 商 船 大 学 １ １

東 京 水 産 大 学 ２ ２

総 合 研 究 大 学 院 大 学 １ １

東京国立文化財研究所 １ １

統 計 数 理 研 究 所 １ １

日 本 芸 術 文 化 振 興 会 １ １

日 本 学 術 振 興 会 １ ２ ３

計 ２ ６ ３ ３ １４ １ １ ２

合 計 １ ６ ３７ １０ ２６ ８０ １ １ ２
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キュラム改革や教育研究組織の改編に取り組むことが求められることになった。

このため、本学では各学部等において自己点検・評価を実施し、大学改革を推進し

たほか、独立大学院自然科学研究科の設置を含め、既存の大学院教育の改革等を行

い、千葉大学の教育研究体制の発展・充実を図った。

以下、千葉大学財政に関し、予算決算および財産状況の推移について概説する。

第１項 予算および決算の推移

大学財政の推移

国立大学の予算は、歳入については、一般会計からの繰入金および国立学校特別会

計歳入としての授業料、入学料、検定料、附属病院収入、積立金からの受入金、学校

財産処分収入、寄附金および雑収入等で構成され、歳出は、（項）国立学校、（項）大

学病院など項別に、また人件費、施設費、その他の諸費等の使途別に構成されてい

る。

千葉大学は、１９４９年に新制の国立大学として発足し、その後何度かの学部改組が行

われ、今や名実ともに総合大学と言えるまでに発展をとげている。

これらの変遷は、財政面から見ると、表２―１４―８ａおよび表２―１４―８ｂのとおりで

ある。

表２―１４―８a 千葉大学歳入決算額の推移

項

年度

附属病院収入

（円）

授業料及び入

学検定料（円）

学校財産処

分収入（円）
雑収入（円） 計（円）

増加指

数（倍）

対前年度増

減比率（倍）

１９７９ ６，３７６，３６５，９３６ １，２７７，００６，４００ ０ ３３０，３６０，５９８ ７，９８３，７３２，９３４ １

１９８０ ６，７４８，７０３，８２５ １，４７７，８９５，７５０ ０ ３６８，５９６，３６１ ８，５９５，１９５，９３６ １．０８ １．０８

１９８１ ７，１６６，８８５，２７１ １，７３１，４３３，３００ ０ ４３３，７１３，１５５ ９，３３２，０３１，７２６ １．１７ １．０９

１９８２ ７，５７２，２０６，５８６ １，９９７，９３１，２００ ０ ４１１，１５１，５６１ ９，９８１，２８９，３４７ １．２５ １．０７

１９８３ ８，０６４，７９７，６１４ ２，２７９，３７０，７００ ０ ４２６，７４４，８０６１０，７７０，９１３，１２０ １．３５ １．０８

１９８４ ８，５０２，７７３，０４６ ２，７８４，２７６，３００ ０ ４９５，５５６，１０５１１，７８２，６０５，４５１ １．４８ １．０９

１９８５ ８，８９１，７９７，０１５ ２，８４９，５５９，６００ ０ ５５６，８５０，３５９１２，２９８，２０６，９７４ １．５４ １．０４

１９８６ ９，５２３，５２６，５２４ ３，６６５，２１８，０００ ０ ６１２，４１０，５９７１３，８０１，１５５，１２１ １．７３ １．１２

１９８７ ９，６４６，４８９，７２８ ３，６８８，８６４，０００４５８，０００，０００ ６６５，９１５，８４１１４，４５９，２６９，５６９ １．８１ １．０５

１９８８ ９，７５１，１４０，５６２ ４，０４４，５９２，３００ ０ ８０１，５０３，１１９１４，５９７，２３５，９８１ １．８３ １．０１

１９８９１０，０１０，５６４，５５０ ４，４９２，８７２，４５０ ０ ９１１，２９９，９２０１５，４１４，７３６，９２０ １．９３ １．０６

１９９０１１，０８１，７８３，９３９ ５，０２１，６７０，３２０ ０ ９２０，９１０，５５０１７，０２４，３６４，８０９ ２．１３ １．１０

１９９１１０，５８７，６０１，８４４ ５，３６３，８２８，６２０ １６，５００，０００ １，０４０，０１３，１８４１７，００７，９４３，６４８ ２．１３ １．００
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なお、この予算は、人件費、物件費、施設整備費等に充当されており、表２―１４―９

のとおりである。

表２―１４―８b 千葉大学歳出決算額の推移

項

年度

国立学校

（円）

大学附属病院

（円）

研究所

（円）

施設整備費

（円）

文部本省

（円）

計

（円）

増加指数

（倍）

１９７９１０，７５７，４９７，４９５ ８，２０１，４５７，２８４３３５，６０２，３６９３，６８１，３７６，０００ ４０，４４５，５００２３，０１６，３７８，６４８ １

１９８０１２，０７５，６３５，５７９ ８，８４０，１３７，０４５４２４，６１５，９７４２，９３４，５６８，９４４ ５０，７５９，０００２４，３２５，７１６，５４２ １．０６

１９８１１２，５７９，７５４，１９０ ９，４７５，８１９，０８４３７９，２８７，２５８３，２１５，２７６，０００ ６４，３４２，５００２５，７１４，４７９，０３２ １．１２

１９８２１３，１４３，２５４，６０８ ９，６９１，１４５，６８６４１４，２６９，２９６３，３４６，９３８，０００ ７３，４３８，０００２６，６６９，０４５，５９０ １．１６

１９８３１３，１３０，０８２，５６８１０，１２７，１３３，２１７３９２，５００，７１５１，４８０，９７２，０００ ８４，６５５，０００２５，２１５，３４３，５００ １．１０

１９８４１４，５５０，９９８，８５４１０，４５１，６２８，４０７４０６，９７７，２３８１，７７８，４９１，０００ ９０，６５９，０００２７，２７８，７５４，４９９ １．１９

１９８５１４，９４６，５８７，２６８１０，７６４，００２，９５９４２２，２２４，２４０１，１４１，０８１，０００１０７，５９２，０００２７，３８１，４８７，４６７ １．１９

１９８６１５，３４０，１０３，９３３１１，０８１，９０７，０９５４６７，７７６，４８４１，７０４，４１６，０００１０４，８５４，３６０２８，６９９，０５７，８７２ １．２５

１９８７１６，６９７，６７３，１０９１１，２１５，５４９，０４０ ２９，６１０，６８３２，８５９，５１１，０００１１４，３９１，５００３０，９１６，７３５，３３２ １．３４

１９８８１７，３８２，３２７，０５８１１，３８１，７８９，４３７ １，０５１，７６０，０００１３２，８９３，１７０２９，９４８，７６９，６６５ １．３０

１９８９１７，９９８，８７２，７１０１１，７９１，４０１，７７８ １，２３２，０１０，１００１５２，８０６，５８０３１，１７５，０９１，１６８ １．３５

１９９０１９，５７５，６７７，８９６１２，３６９，２２４，２６８ ２，０５８，０９２，０００１９４，５３９，８８０３４，１９７，５３４，０４４ １．４９

１９９１２０，５０１，６８７，６６１１３，１２６，９８６，７３８ １，４３２，４６２，０７０１８６，２５１，１８０３５，２４７，３８７，６４９ １．５３

１９９２２１，８２４，７１１，７１９１３，５２３，８５２，４４９ ２，６２６，２７２，７５０２２１，４４６，０７４３８，１９６，２８２，９９２ １．６６

１９９３２２，２６１，７６３，５９０１３，１８６，１６１，１５８ ６，９３３，５１０，０６０２６３，６６３，２８８４２，６４５，０９８，０９６ １．８５

１９９４２２，１４４，２４０，３６６１３，４４６，４４９，６６３ ４，２８３，８７７，５００３０２，３０８，２３６４０，１７６，８７５，７６５ １．７５

１９９５２３，１７８，０８７，２５５１３，９７５，６３２，９３０ ６，１５１，１９０，３３０２９５，９９０，２００４３，６００，９００，７１５ １．８９

１９９６２３，９４４，９１３，１５２１４，５８２，２１２，９８８ ６，１９１，１９４，５００３０４，２６９，３０６４５，０２２，５８９，９４６ １．９６

表２―１４―９ 人件費・物件費・施設費の推移（円）

区分
年度 人 件 費 物 件 費 施 設 費 計

１９８０ １２，３７７，７０３，７５６ ９，０１３，４４３，８４２ ２，９３４，５６８，９４４ ２４，３２５，７１６，５４２

１９８５ １５，７６９，３０２，９５４ １０，４７１，１０３，５１３ １，１４１，０８１，０００ ２７，３８１，４８７，４６７

１９９０ １９，７３１，５０２，７１６ １２，４０７，９３９，３２８ ２，０５８，０９２，０００ ３４，１９７，５３４，０４４

１９９５ ２２，７２９，９４９，９６４ １４，７１９，７６０，４２１ ６，１５１，１９０，３３０ ４３，６００，９００，７１５

１９９２１１，４８６，６６８，２４４ ５，８３０，２６７，０５０ ０ １，１７３，４７３，８０７１８，４９０，４０９，１０１ ２．３２ １．０９

１９９３１１，３３１，４７７，７８１ ６，２９８，２９３，８５０ ０ １，２７７，６０６，５２３１８，９０７，３７８，１５４ ２．３７ １．０２

１９９４１１，１９１，２７８，６３８ ６，７５６，７１３，３９０ ０ １，１１７，４６７，１１１１９，０６５，４５９，１３９ ２．３９ １．０１

１９９５１１，４８４，１３９，８５０ ７，０７０，７５２，４４０ ０ １，２０６，９５２，３９２１９，７６１，８４４，６８２ ２．４８ １．０４

１９９６１２，５７０，８４５，５１０ ７，４１１，８７２，４３０ ０ １，５５８，３５５，６４２２１，５４１，０７３，５８２ ２．７０ １．０９
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ここで若干の重要事項を付記すれば、１９８６年度には、工学部附属天然色工学研究施

設の廃止・転換による映像隔測研究センターが学内共同利用施設として設置された。

その後、衛星データの処理・解析・応用などに必要な基礎的技術の開発や研究に成果

を上げてきたが、１９９５年４月１日に同センターの廃止・転換により、環境リモートセ

ンシング研究センターが、全国共同利用施設として設置され、全国の中心的研究機関

としてリモートセンシング技術の確立と環境への応用に関する研究・開発を押し進め

ている。

１９８７年度には、生物活性研究所が廃止され、定員５２名が（項）研究所から（項）国

立学校に振り替えられ、新たに全国共同利用施設として、真核微生物研究センターが

設置された。その後、病原真菌、真菌感染症および真核微生物中毒症に関わる研究に

大きな成果を得、１９９７年４月に病原真菌とそれらによる疾患の制圧に関する研究を通

じ、人類並びに生命科学の進歩に貢献することを目的に、また、研究の中核的機関と

して新たに真菌医学研究センターに拡充改組された。

他方、学術研究の著しい進展や急激な社会経済の変化の中で、大学院に対する社会

的要請や学際領域等に対する新しい学問的志向にこたえるため、本学においても既存

の大学院の改組を含め、１９８８年４月には、理学、工学、園芸学部の３学部を基礎とし

ながらも、既存の組織や学問分野にとらわれない新しい横割型組織として、総合的か

つ学際的な教育研究を推進し、学問研究の一層の進展に寄与すべく、後期３年のみの

博士課程を持つ自然科学研究科を新たに設置した。以降、機構・定員等の見直しを含

め、現在では前期２年および後期３年に区分する博士課程の独立研究科として、拡充

改組され定員、予算面でも大幅な伸びを示している。

一方、今日の科学技術の振興、経済・社会の発展、教育・文化の向上等に関連し、

大学の学術研究に対して、産業界等社会の各方面から、学術研究の社会的協力、連携

の要請が寄せられており、研究協力の実績は年々増加してきている。このようなな

か、本学においても蓄積された幅広い研究成果と豊かな人材を生かし、産業界・地域

社会の要請に適切に対応するため、１９９５年度に学内共同利用施設として「共同研究推

進センター」を設置し、開かれた大学の拠点としての役割を果たしている。

なお、大学の産業界等への研究協力制度である「民間等との共同研究制度」、「受託

研究制度」および大学への産業界等からの協力制度である「奨学寄附金制度」等、本

学の受入れ状況等は、表２―１４―１０のとおりである。
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第２項 財産状況の推移

国有財産の推移

千葉大学が総合大学として発足した当時の各部局の主な施設は、表２―１４―１１のとお

り７地区に散在し教育・研究施設としては不完全なものであったが、１９６３年度に、千

葉市西千葉地区が東京大学から所属替により取得され、１９６２年度から１９６６年度にわた

り統合整備が図られた。その後、１９７７年に習志野地区を使用していた生物活性研究所

が千葉市亥鼻地区に移転し、各部局は、西千葉地区、亥鼻地区、松戸地区の３地区に

集約統合された。

表２―１４―１０ 外部資金の受入れ状況

年度
奨学寄附金 受託研究費 民間との共同研究

件数 金 額 件数 金 額 件 数 金 額

１９７９ ３５５ １６３，０００，０００ ６１，２１７，０００

１９８０ ３９９ １９９，４６７，８６３ ６３，８４６，０００

１９８１ ４８９ ２６５，６１５，８７４ ５４，１６１，０００

１９８２ ４６７ ２６３，４５０，２４４ ３０，８１５，０００

１９８３ ５０２ ２７３，９２５，９９１ ３２，６３７，０００

１９８４ ６２０ ３３５，７７０，０００ ３２，７１７，０００

１９８５ ６４０ ３８２，４４４，０００ ５３，６８２，０８０

１９８６ ７３５ ４４５，８５４，０００ ３７ ４１，４７６，７６０

１９８７ ７７５ ４８９，６７１，０００ ２０ ５１，０８９，０００

１９８８ ８９５ ５９４，５２３，０００ ２８ ４５，６７７，０００ Ａ＝１．Ｂ＝１．Ｃ＝１ ７，０６９，０００

１９８９ ９７３ ６９５，７０８，０００ ３０ ５５，８６０，３２０ Ａ＝０．Ｂ＝６．Ｃ＝１ ９，９６０，１００

１９９０ ９６９ ６３９，２２０，０００ ３４ ９４，４５７，３９０ Ａ＝０．Ｂ＝１０．Ｃ＝１ ２０，２２３，０００

１９９１ １，０６３ ７７８，１４４，０００ ３６ ９２，６４５，８３０ Ａ＝０．Ｂ＝９．Ｃ＝１ １９，１５０，０００

１９９２ １，０７４ ８５５，０３０，９７４ ５１ １１４，０２８，５４５ Ａ＝０．Ｂ＝１３．Ｃ＝２ ２１，５５７，０００

１９９３ １，１１４ ９３９，７０６，６２７ ５１ １１５，５６５，２７６ Ａ＝０．Ｂ＝１３．Ｃ＝６ ２１，２７４，０００

１９９４ ８７２ ７４１，０１１，６９５ ４９ １３７，３０５，４５０ Ａ＝４．Ｂ＝１２．Ｃ＝５ ３７，０５７，０００

１９９５ １，０１２ ８４９，１９５，５４９ ５２ １２６，６８９，７８６ Ａ＝４．Ｂ＝１６．Ｃ＝５ ３２，９０１，０００

１９９６ １，１０１ ９７７，９７５，０００ ７４ ３３９，２０９，８００ Ａ＝３．Ｂ＝１７．Ｃ＝８ ４１，３３０，０００
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その後の本学所有の土地、建物等の国有財産の移動状況は、表２―１４―１２のとおりで

ある。

また、この５０年間の土地、建物の増加率は、それぞれ２．３倍、４．１倍となっており、

千葉大学が着実に発展してきたことを示している。

なお、発足時からの土地の取得および処分を見ると、表２―１４―１３ａ・表２―１４―１３ｂ

のとおりである。

表２―１４―１１ 千葉大学発足直後の主な地区別明細

地 区 名 住 所 （当時） 部 局 等

矢作・亥鼻地区
千葉市矢作町７８５ 事務局、医学部

千葉市亥鼻町３１３ 医学部附属病院、薬学部

市場町地区 千葉市市場町２６
学芸学部（改組により１９５０．４から教育

学部）

小仲台地区＊ 千葉市小仲台町８２４
学生部、附属図書館、文理学部（学芸学

部の改組により１９５０．４から使用開始）

四街道地区＊ 千葉県印旛郡千代田町四街道
学芸学部分校（改組により１９５０．４から教

育学部分校）

岩瀬地区＊ 松戸市岩瀬３５１
工芸学部（改組により１９５１．４から工学

部）

戸定地区 松戸市戸定６４８ 園芸学部

習志野地区＊ 千葉県千葉郡津田沼町大久保

腐敗研究所（改組により１９７４．９から生

物活性研究所）、附属病院分院、医学部

学生寮

表２―１４―１２ 土地、建物等の国有財産の移動状況

区 分 １９５０年度末現在 １９６４年度末現在 １９７８年度末現在 １９９６年度末現在

（数量単位） 数 量 価格（円） 数 量 価格（円） 数 量 価格（円） 数 量 価格（円）

土 地（m２） ５７６，３５９ ７，４３６，２１２１，０１１，９２０ １，９０４，５８１，７７７１，１０６，００９ １８，３７１，５８９，５１５１，３４２，７１１ ６６，０３６，９３７，７１１

立木竹［樹木］本 ４，８８９ ４２４，０２１ ５，７６０ １０，１０５，９７５ ５，２１９ ２３，７８９，３６８ ８，６０２ ４０，３８４，８９８

建 建面積（m２）

物 延面積（m２）

６１，７２４

１０１，２２０ ２６，７８８，７１８

１０６，５２４

２１２，４７４ ２，７４６，４５６，７８０

１１９，４５８

３２９，２１３ １６，９７５，３３８，０１２

１４１，６５８

４１６，８０１ ２９，２８３，７７５，３８６

工作物 ７，６６４，５９８ ８８８，４８９，７６７ １１，７４２，８３６，７３７ １３，０４０，１９５，３３８

船舶［雑船］隻 ０ ０ ８ １，３８５，４７２ ２１ １７，５４２，４９８ １９ １７，９９３，１３６

特許権（件） ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０

合 計 ４２，３１３，５４９ ５，５５１，０１９，７７１ ４７，１３１，０９６，１３０ １０８，４１９，２８６，４６９
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表２―１４―１３ａ 土地の取得

取得年月日 名 称 所 在 地 面 積 摘 要

１９５０．３．３１ 園芸学部附属暖地農場 静岡県賀茂郡東伊豆町奈良本 １３，５６７購入

１９５１．１２．２１ 医学部気候医学研究室 山梨県南都留郡山中湖村山中 ２２，７３０寄附

１９５３．６．３ 園芸学部附属暖地農場 静岡県賀茂郡東伊豆町奈良本 ３，３１６購入

１９５７．８．７ 轟町公務員宿舎 千葉市稲毛区轟町３の７の１５ １，８２９大蔵省から所管換

１９５８．１０．３０ 園芸学部附属暖地農場 静岡県賀茂郡東伊豆町奈良本 ４８，３６３交換

１９６３．３．１０ 弥生町地区 千葉市稲毛区弥生町１の３３ ３９０，９２２東京大学から所属換

１９６３．１０．３０ 留学生寄宿舎 千葉市稲毛区小中台町８２４ １１，０６８大蔵省から所管換

１９６５．３．１０ 習志野地区 習志野市泉町３の７６の３０ ２３，２３３大蔵省から所管換

１９６５．６．１ 園芸学部附属樹木実験地 松戸市小金字大谷１４１２の９ ３，３６１寄附

１９６６．３．２２ 園芸学部附属高冷地農場 群馬県沼田市下川田字大竹 ７１，４５１農林省から所管換

１９６６．３．３０ 男・女学生寄宿舎 千葉市稲毛区小中台町８２４ １９，１６０大蔵省から所管換

１９６７．５．１ 園芸学部附属農場 松戸市松戸６４８ ２３，０３１大蔵省から所管換

１９６８．３．１９
薬学部附属薬用資源教育研究セン
ター館山圃場

館山市山本字上州垂 ８，０３９購入

１９６９．７．１ 教育学部臨海実習所 館山市大賀字西台 ６，５１８大蔵省から所管換

１９６９．８．２０ 園芸学部附属農場 松戸市松戸６４８ １，１１０大蔵省から所管換

１９７０．１．３１ 小中台東・西・南公務員宿舎 千葉市稲毛区小中台町８２４ １４，１１１大蔵省から所管換

１９７０．１．３１ 小中台北公務員宿舎 千葉市稲毛区小中台町８７７ ５，６８５大蔵省から所管換

１９７０．３．３０
薬学部附属薬用資源教育研究セン
ター館山圃場

館山市山本字上州垂 ５７４購入

１９７２．９．２２ 園芸学部附属農場 松戸市松戸６４８ １，６２１大蔵省から所管換

１９７３．３．３１ 園芸学部附属農場 松戸市松戸６４８ ２，００５購入

１９７６．３．３１ 江戸川艇庫 松戸市栄町字西５の１３１０ ５４３購入

１９７６．９．３ 園芸学部附属農場 松戸市松戸６４８ ６０６寄附

１９８０．５．１５ 教育学部附属養護学校 千葉市稲毛区長沼原町３１２ １８，９９６購入

１９８０．１２．１ 青葉町公務員宿舎 千葉市中央区青葉町３５９の４ ６１２農林水産省から所管換

１９８５．３．３１
理学部附属海洋生物環境解析施設
小湊実験場

安房郡天津小湊町内浦 ５７，１９０
東京水産大学から所属
換

１９９３．３．３１ 園芸学部附属農場 柏市柏の葉６の２の１ ２４９，８８９大蔵省から所管換

表２―１４―１３ｂ 土地の処分

処分年月日 名 称 所 在 地 面 積 摘 要

１９５８．１０．３０ 園芸学部附属暖地農場 静岡県賀茂郡東伊豆町奈良本 １６，８８３交換

１９６５．９．３０ 教育学部 千葉市中央区市場町２６ ２３，６２６千葉県へ譲与

１９６５．１０．１５ 工学部 松戸市岩瀬３５１ ６２，７６６大蔵省へ引継

１９６７．２．２８ 工学部 松戸市岩瀬３５１ ８，４３３松戸市へ売払

１９６７．２．２８ 工学部 松戸市岩瀬３５１ １８，３３８
学校法人聖徳学園へ売
払

１９６７．３．３１ 教育学部 千葉市中央区市場町２６ １６，０１６千葉県へ譲与

１９９０．２．６ 習志野地区 習志野市泉町３の７６の３０ ３３，２９１大蔵省へ所管換

１９９３．３．３１ 園芸学部附属農場 松戸市松戸６４８ ５２，２１５大蔵省へ所管換

１９９５．１１．２６ 園芸学部附属樹木実験地 松戸市小金字大谷１４１２の９ ２，０８８東京芸術大学へ所属換
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物品の推移

物品の管理については、千葉大学発足以前から物品会計規則（１８８８年勅令第８４号）

により管理されてきたが、１９５６年５月２２日法律１１３号により、「物品管理法」が制定さ

れ、１９５７年度より施行されて今日にいたっている。

当初の物品管理官は、１１機関であったが、以来４０年余りの経過に伴い、部局等の改

廃の結果、現在は、２１機関となっている。管理物品のうち重要物品は、表２―１４―１４の

とおりであるが、当初、重要物品は、１点の価格が５万円以上と定められていたもの

を、１９６４年度からは、１点５０万円以上に引き上げられてはいるが、１９９６年度には、

１９６４年度に比べ、数量で４５．１倍、価格で８６．０倍に増加している。

表２―１４―１４ 物品（重要物品）の推移（１９５６～１９７８年度は省略）

年度
機 械 器 具 標 本 合 計

数量（点） 金額（円） 数量（点） 金額（円） 数量（点） 金額（円） 数量（点） 金額（円）

１９７９ ２，８０７ ６，９４２，６３４，４８６ ７３５ ８７６，８７９，３９７ ２ １，１７０，０００ ３，５４４ ７，８２０，６８３，８８３

１９８０ ３，１５２ ８，１４７，５５４，５２１ ８５２ １，０２３，０２５，９６３ ２ １，１７０，０００ ４，００６ ９，１７１，７５０，４８４

１９８１ ３，５００ ９，４８１，８９１，１９８ ９７５ １，１６９，５４７，１４１ ３ ２，２１５，５００ ４，４７８１０，６５３，６５３，８３９

１９８２ ３，８７７１０，６３２，９５７，１３０ １，１３３ １，３３４，７４５，３４１ ４ ２，７７９，５００ ５，０１４１１，９７０，４８１，９７１

１９８３ ４，２１９１１，７１８，０９１，１４２ １，２３７ １，４４９，５５１，６７６ ７ ４，４４４，５００ ５，４６３１３，１７２，０８７，３１８

１９８４ ４，５７５１２，８０４，０５６，２１１ １，３０４ １，５１０，７１５，８１６ ８ ５，９４４，５００ ５，８８７１４，３２０，７１６，５２７

１９８５ ４，９３８１３，８００，１６６，５３０ １，３８８ １，６１４，３９８，５６２ ８ ５，９４４，５００ ６，３３４１５，４２０，５０９，５９２

１９８６ ５，３３３１４，６２７，８２９，５７５ １，４６１ １，７２０，２８４，３２４ ８ ５，９４４，５００ ６，８０２１６，３５４，０５８，３９９

１９８７ ５，７７５１６，３２７，９３８，３３５ １，５７２ １，８３３，９２３，７８９ ８ ５，９４４，５００ ７，３５５１８，１６７，８０６，６２４

１９８８ ６，１３９１７，２１４，２７４，１９６ １，６４４ １，９２７，７３９，９５０ １２ １９，８３４，５００ ７，７９５１９，１６１，８４８，６４６

１９８９ ６，５７０１８，６８１，７６９，７５３ １，７３４ ２，００９，４０８，５９９ １３ ２３，７２７，９００ ８，３１７２０，７１４，９０６，２５２

１９９０ ６，８８９１９，８１６，９４７，２２７ １，８３５ ２，１２６，８７８，８２２ １３ ２３，７２７，９００ ８，７３７２１，９６７，５５３，９４９

１９９１ ７，１９７２０，３１９，５８５，９０９ １，９２５ ２，２２３，８３５，９４４ １３ ２３，７２７，９００ ９，１３５２２，５６７，１４９，７５３

１９９２ ７，５５１２１，１３７，０６９，４６７ ２，０２６ ２，３４０，４７１，９２８ １３ ２３，７２７，９００ ９，５９０２３，５０１，２６９，２９５

１９９３ ７，９３６２４，１１８，６３０，５５５ ２，１６７ ２，５７２，４２７，５１５ １４ ２４，５６２，２００１０，１１７２６，７１５，６２０，２７０

１９９４ ８，３８８２５，３８７，３８２，４９９ ２，２５７ ２，６７９，２９０，６７３ １４ ２４，５６２，２００１０，６５９２８，０９１，２３５，３７２

１９９５ ９，０３３２７，８５０，９８３，９１５ ２，３６４ ２，９５５，２６６，５４２ １６ ２７，１７８，４００１１，４１３３０，８３３，４２８，８５７

１９９６１１，８６９３２，４８０，３３８，００５ ２，４６５ ３，０５４，５３０，８１１ １６ ２７，１７８，４００１４，３５０３５，５６２，０４７，２１６
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第５節 土地・建物の変遷

第１項 土地・建物の変遷

千葉大学は、１９４９年に千葉県内にあった各旧制官立諸学校を包括して、新制の総合

大学として発足した。当初、各旧制学校施設を引き継いだ教育・研究施設は、７地区

に分散し、なおかつ戦災による建物不足等で、旧軍施設を借用して教育研究を進めて

きた。

この間にも、当初からの念願であった統合整備のための努力を続け、１９６１年千葉市

弥生町所在の東京大学生産技術研究所跡地を千葉大学において使用することが決定さ

れ、１９６１年から１９６６年にかけ、大学発足当時の場所に存置を決めた亥鼻地区の医学

部、松戸地区の園芸学部を除き、西千葉地区への統合移転を進めた。さらに、１９７７年

１０月に生物活性研究所が、習志野地区から亥鼻地区へ移転し、これにより、千葉大学

の土地・建物は、西千葉地区、亥鼻地区、松戸地区に集約整備された。

一方、園芸学部附属農場の植物園を含めた拡張案が出され、柏市にある米軍柏通信

所跡地について、１９８２年１１月の国有財産中央審議会および、１９８６年５月の国有財産関

東地方審議会において、柏通信所返還国有地の本学附属農場利用の答申が出され、附

属農場用地として約２５haが示された。なお、柏通信所跡地の所管換を受けるにあた

り、園芸学部附属農場敷地の一部（C地区）を大蔵省に所管換することとし、１９９３年

３月３１日に所管換財産受渡証書の取り交わしを行い、所管換が完了した。その間、

１９８６年度から附属柏農場基幹整備に取りかかり、順次建物整備に着手し、１９９２年度の

加工実習棟の竣工をもって、整備が完了した。

また、教育学部附属養護学校は西千葉地区にあったが、現有敷地の狭隘から千葉市

内の長沼原に敷地を購入し、１９８０年に移転した。

その他、１９８５年３月に東京水産大学水産学部小湊実験実習場が、理学部に移管され

ることとなり、１９８５年４月に附属海洋生物環境解析施設に、銚子実験場と小湊実験場

が置かれた。さらに、１９８９年５月には、附属海洋生態系研究センターに改組され、同

施設全面海域の禁漁区を利用した生態系の解析等、研究者に広く開放され利用される

こととなった。

なお、１９９７年５月現在における千葉大学の土地・建物は、表２―１４―１５のとおりであ
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る。

表２―１４―１５ 千葉大学土地・建物一覧

地
区 区 分 施 設 名 所 在 地 土地m２

建物（総面積）m２
備 考

鉄筋鉄骨 木 造 計

西

千

葉

地

区

本 部
事 務 局 庁 舎

千葉市稲毛区弥
生町１番３３号

３８２，２５４

３，８０９

＊内訳
第１体育館

２，６２５
第２体育館 ９９１
大学会館 ２，５９１
厚生施設（食堂）

２，１１２
サークル会館

２，４０９
武道館 ９８２
宿泊施設 ４５５
けやき会館

２，５３６
その他 ３，４３８
＊＊内訳
附属小学校

８，１８０
附属中学校

８，１０３
附属幼稚園

１，４１８

共 通 棟 １，４５７ ２４，５２６
そ の 他 ＊１９，２６０

共同研究センター ２，５４３ ２，５４３
アイソトープ総合
セ ン タ ー

２，６８０ ２，６８０

総合情報処理センター １，６０２ １，６０２
留 学 生 セ ン タ ー １，５３２ １，５３２
共同研究推進センター １，１３２ １，１３２
環境リモートセンシ
ング研究センター

２，７１９ ２，７１９

保健管理センター ７９６ ７９６
有害廃棄物処理施設 ４６８ ４６８
附 属 図 書 館 ９，６７１ ９，６７１
文学部・法経学部 １２，６６５ １２，６６５

教 育 学 部
学 部 ２２，３０８

４０，００９
附 属 学 校 ＊＊１７，７４２

理 学 部 １１，７４２ １１，７４２
薬 学 部 １１，１４１ １１，１４１
工 学 部 ４６，５３１ ４６，５３１
総 合 校 舎 ２２，９４０ ２２，９４０
大学院自然科学研究科 ６，１８９ ６，１８９

職 員 宿 舎
千葉市稲毛区弥
生町１番１４４号

６，９１６

亥

鼻

地

区

真菌医学研究センター

千葉市中央区亥
鼻１丁目８番１
号

２６２，１４９
（他に借入６１）

３，４５８ ３，４５８
＊医学部所属
＊＊医学部附属病院
所属
＊＊＊内訳
看護婦寄宿舎

４，６２１
亥鼻宿舎 １，８９８

医 学 部 ４５，５６６ ６９７ ４６，２６３
医 学 部 附 属 病 院 ６８，７２２ ６８，７２２
看 護 学 部 １７，４８４ １７，４８４
亥 鼻 分 館 ３，７８４ ３，７８４
学 生 寄 宿 会 雄 翔 寮 ＊１，０９４ １，０９４

さ つ き 寮 ＊＊２，６３０ ２，６３０
職 員 宿 舎 ＊＊＊６，４１９ ６，４１９

松
戸
地
区

園 芸 学 部
学 部

松戸市松戸６４８
２１，４７２ １，３８４ ２２，８５６

＊園芸学部所属

附 属 農 場 １４８，７６０
学 生 寄 宿 舎 浩 気 寮 ＊２，０１９ ２，０１９
職 員 宿 舎 １，１４２ １，３３８ １，３３８

学 生 部 江 戸 川 艇 庫
松戸市栄町字西
５丁目

５４３
（他に借入１９）

１９５ １９５

小
仲
台
地
区

学 生 寄 宿 舎

稲 毛 寮 千葉市稲毛区小
仲台６丁目３３番

１１，１４５
３，４３９ ３，４３９

無 名 寮 １，８００ １，８００
睦 寮 同５丁目７番 ７，０６０ １，９１５ １，９１５
国際交流会館 同６丁目３３番 １０，４９２ ７，４６３ ７，４６３

職 員 宿 舎 同５・９丁目 ２０，３７１ ９，４４４ １０４ ９，５４８
鉄筋鉄骨 木 造 計

そ

の

他

教 育 学 部 附属養護学校
千葉市稲毛区長
沼原町３１２

１８，９９６
（他に借入１） ３，５４５ ３，５４５

臨 海 実 習 所
館山市大賀字台
地

６，５１８
（他に借入３３） ６４９ ６４９

理 学 部

附属海洋生態系
研究センター銚
子実験場

銚子市外川１丁
目１０８３５の６

（借入６０７）
１９１

（他に借入１４２）
１９１

（他に借入１４２）

附属海洋生態系
研究センター小
湊実験場

千葉県安房郡天
津小湊町内浦１
の１

５７，１９０
（他に借入９３）

１，４６８ ８５ １，５５３
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第２項 大学における施設・設備の拡充整備状況

１９４９年千葉大学が発足した当時は、第１項 土地・建物の変遷で記述したとおり、

旧制官立諸学校の施設をそのまま使用したため、各部局が県内各地に散在し、しか

も、老朽化した木造建物、旧軍施設を利用するなど、大学の機能を発揮するにはほど

とおい施設であった。文部省は、大学施設の整備の立ち遅れを解消するため、国立学

校建物必要面積基準を定め、実態調査を実施し、各国立大学に施設長期計画を求め、

これを契機に各国立大学で移転統合計画が具体化し、実施されるにいたった。

以上のような経緯により、千葉大学も逐次拡充整備されてきており、その内容を現

在の地区別に述べると、次のとおりである。

西千葉地区

この地区は、１９６６年度に移転統合が完了し、その後学部改組や関連の附属施設等が

増築され、移転統合当時閑散としていたが、現在では建物敷地の確保に苦慮する状態

となっている。なお、１９７５年以降の主な施設・設備の整備状況は、以下のとおりであ

る。

１９７９～８０年度に学生増、蔵書増等による狭隘化等に対応をするために附属図書館本

館を増築、１９８０～８１年度には、工学部特設工学課程の改組に伴う不足建物の一貫とし

て、工学部工業意匠学科校舎および工学部建築工学科校舎の増築、同年、教育学部の

課程の新設等による学生増および建物不足資格面積の充足のための校舎が増築され

た。１９８１～８２年度に福利施設の充実のため大学会館、学生の課外活動支援のため課外

そ

の

他

医 学 部
臨界実験室

千葉県安房郡鋸
南町

１，５１２ ３９６ ３９６

気候医学研究室
山梨県南都留郡
山中湖村

２２，７３０ ３１１ ３１１

薬 学 部
附属薬用質源教
育研究センター
館山圃場

館山市山本字上
洲垂

８，５５５ １５３ １５３

園 芸 学 部

柏農場 柏市柏の葉 ２４９，８８９ ５，３５６ ５，３５６

高冷地農場
群馬県沼田市下
川田町

７１，３５８
（借入３３８）

８６８ ８６８

暖地農場
静岡県賀茂郡東
伊豆町

４８，３６３
（他に借入

３１９）

１，９０８ １，９０８

職 員 宿 舎
千葉市稲毛区轟
町ほか

２，４４１ ２，５４９ ２，５４９

貸 付 ４，３２７
そ の 他 （借入７１） ＊９ ９

合 計
１，３４２，７１１
（他に借入

１，５４２）
４１３，８２４

２，９７７
（他に借入

１４２）

４１６，８０１
（他に借入

１４２）
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活動施設、１９８２年度に、人文学部改組による法経学部校舎、１９８７年には教養部校舎が

新営された。

１９８７～８８年度には薬学部校舎が増築され、１９８９～９１年度に後期３年博士課程独立研

究科としての大学院自然科学研究科校舎、１９９２～９３年度に学科改組による狭隘解消の

ため工学部工業意匠学科校舎がそれぞれ新営され、１９９３年度には留学生に対し総合的

組織体制のもとで指導援助を行っていくために留学生センター棟が設置された。同じ

く１９９３～９４年度には、多目的施設としての大学ホール「けやき会館」が新営された。

また、１９９５～９６年度に、教育学部附属中学校校舎の老朽化による改築がされ、同じ

く理学部校舎（１～３号館）の再開発が１９９６年度から着手された。

その他、全学共同利用施設として、１９７９年度に学内共同研究センター棟が新営さ

れ、薬学部に設置されていた分析センターを１９８０年に移転し、１９８７年度に「総合情報

処理センター」、１９９５年度には放射性同位元素（RI）を用いた研究、教育のための施

設・機器等を総合的に管理するためのアイソトープ総合センター棟、同じく教育・学

術研究の本来の使命を踏まえ、産業界・地域社会の要請に適切に対応するための共同

研究推進センター棟を新営した。

亥 鼻 地 区

医学部は、千葉医科大学当時の場所に存置を決め、１９５３年度から１９５８年度にわたっ

て、医学部基礎医学本館教室等が新営整備されたが、１９７７年１２月に新病院が同地区内

に竣工し移転したことに伴い、旧病院施設を１９７８～７９年度に改修をし、医学部本館と

して使用することとし、１９８０年８月に移転完了した。１９８１～８２年には、実験動物の適

正な飼育管理が可能な中央的施設として、医学部附属動物実験施設が新営された。

１９７５年４月には看護学部が創設され、１９７６年に看護学部校舎（現看護学部管理棟）

が竣工、１９８１年１０月には、旧医学部校舎の改修が竣工し、亥鼻地区合同校舎として使

用開始された。さらに、１９８２年４月に、全国共同利用施設として附属看護実践研究指

導センターが設置され、同センター校舎の改修が１９８３年３月に竣工した。

また、医学部附属病院は、１９７３年３月、現在の地に新しい構想にもとづいた病院の

建設に着工し、１９７７年１２月竣工、１９７８年３月に診療を開始した。その後、１９８４年度医

学部附属病院中央診療棟Ｃ棟、１９８６～８７年度に同中央診療棟Ａ・Ｂ棟、１９９１～９２年度

に同中央診療棟Ｄ棟が増築された。１９９５～９６年度には附属病院看護婦宿舎を新営し、

旧看護婦宿舎を１９９６年度に改修した。なお、１９９６年度から附属病院の冷凍機の改修、

１９９７年度からは病棟改修に着手し、附属病院基幹整備として１９９８年度には竣工する計

画となっている。
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その他、１９７８年に発足した千葉大学附属図書館亥鼻分館は、施設設備の整備が急務

となっていたが、１９９５～９６年度に医学、看護学、生命科学等の教育・研究を支援する

等新しい時代に対応した図書館として新営された。なお、旧亥鼻分館建物は、１９９６年

度に福利施設として改修され利用されている。

松 戸 地 区

園芸学部は、千葉大学発足当時の場所に存置を決め、１９５９年から６２年度にわたり改

築され、その後、学科の新設、拡充改組等により施設が整備されてきたが、１９８７年１

月大蔵省関東財務局より米軍柏通信所跡地の一部２５haを普通財産として使用承認さ

れ柏農場の新設整備（５カ年計画）に着手し、１９９１年４月構内農場（松戸）を柏地区

に移転し、１９９３年３月に大蔵省より所管換を受け柏農場が発足し、現在にいたってい

る。

上記３地区のほか、千葉市稲毛区小仲台に無名寮、稲毛寮の男子学生寄宿舎、睦寮

の女子学生寄宿舎があり、１９９３～９４年度には寄宿舎の暖房設備の改修を行った。な

お、同地区の留学生寮は、１９９２～９３年度にかけて改築を行った。また、１９９５～９６年度

には、国際交流による研究者等の宿泊のための国際交流会館が、小仲台地区に新営さ

れた。

この他、静岡県加茂郡東伊豆町に、園芸学部附属暖地農場（熱川農場）が、また群

馬県沼田市に同高冷地農場（利根農場）がある。

以上これら各施設ごとの拡充整備状況の詳細は、表２―１４―１６のとおりである。

表２―１４―１６ 各施設毎の拡充整備状況の詳細

年度 建 物 等 名 称 構 造 ・ 階 面積（m２） 備 考

１９７８ 西千葉地区給水基幹整備

本部共通棟

工学部共通棟

西千葉地区給水基幹整備

亥鼻地区環境整備

医学部校舎改修等

亥鼻地区学生寄宿舎

松戸地区給水基幹整備

留学生寄宿舎防火施設

鉄筋コンクリート造２階建

鉄筋コンクリート造３階建

鉄筋コンクリート造３階建

１，４５６

１，６７１

１，０９３

便所節水装置その他

１９７９年度完成

２系統給水配管（井水・

県水）

病院周辺

１９７９年度完成

２系統給水配管（井水・

県水）

自動火災報知設備

１９７９ 工学部機械工学科等校舎

医学部附属病院医療用

リニアック室

鉄筋コンクリート造５階建

鉄筋コンクリート造平家建

３，６６０

２８１
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西千団地第２体育館

学内共同研究センター

有害廃棄物処理施設

附属図書館本館

教育学部附属小学校

防火施設

医学部ボイラー室防火施設

鉄骨造 平家建

鉄筋コンクリート造３階建

鉄筋コンクリート造２階建

鉄骨鉄筋コンクリート造

４階建

９９２

２，４８５

４６８

５，１７１

非常放送設備

ハロゲン消化設備

１９８０ 教養部校舎

大学院薬学研究科校舎

園芸学部附属利根高冷地

農場実習施設

工学部工業意匠学科校舎

教育学部校舎

工学部建築工学科校舎

工学部天然色工学研究施設

看護学部等校舎改修

松戸団地福利施設

松戸団地排水基幹整備

西千葉地区体育館防火施設

鉄筋コンクリート造６階建

鉄筋コンクリート造４階建

鉄筋コンクリート造２階建

鉄筋コンクリート造６階建

鉄骨鉄筋コンクリート造

７階建

鉄筋コンクリート造２階建

鉄筋コンクリート造４階建

鉄筋コンクリート造２階建

一部平屋建

２，５１７

７５１

６２５

２，８３９

５，０９１

７７０

１，６５２

２，１９１

１９８１年度完成

１９８１年度完成

１９８１年度完成

１９８１年度完成

１９８１年度完成

１９８１年度完成

排水処理施設

１９８１年度完成

消火設備

１９８１ 医学部附属動物実験施設

西千葉団地福利施設

教育学部附属養護学校

医学部附属病院

RIイントロ検査室

法経学部校舎

園芸学部校舎防火

鉄筋コンクリート造５階建

鉄筋コンクリート造３階建

鉄筋コンクリート造３階建

一部平屋建外

鉄骨鉄筋コンクリート造

地下１階地上７階建外

４，２０１

２，５６０

３，４１６

５，０３０

１９８２年度完成

１９８２年度完成

１９８２年度完成

１９８２年度完成

火災報知受信機その他

１９８２ 園芸学部造園学科校舎

亥鼻団地体育館

附属図書館園芸学部分館

西千葉団地福利施設

西千葉団地環境整備

亥鼻団地排水基幹整備

看護学部附属看護実践

研究指導センター改修

工学部校舎改修

鉄筋コンクリート造３階建

鉄筋コンクリート造

一部鉄骨造２階建

鉄筋コンクリート造２階建

鉄筋コンクリート造２階建

１，３４１

２，５６０

１，０６６

５６５

５０１

西千葉団地構内

亥鼻団地排水設備

１９８３年度完成

１９８３ 西千葉団地基幹環境整備

亥鼻団地基幹環境整備

道路改修その他

電気設備その他
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工学部校舎改修（Ⅱ期）

医学部附属病院防火施設

１９８４年度完成

ガス漏れ火災警報設備そ

の他

１９８４ 教育学部附属小学校校舎

西千葉団地基幹環境整備

医学部附属病院中央診療

Ｃ棟

園芸学部校舎改修

学生部防火施設

園芸学部防火施設

鉄筋コンクリート造３階建

鉄筋コンクリート造

地下１階地上２階建

９０５

１，５４２

環境整備その他

増築

１９８５ 工学部校舎改修（Ⅲ期）

園芸学部校舎改修（Ⅱ期）

教育学部附属中学校・

理学部防火施設

屋内消火栓設備改修

１９８６ 文学部・法経学部校舎

工学部校舎改修（Ⅳ期）

園芸学部校舎改修（Ⅲ）

園芸学部附属柏農場

基幹整備

医学部附属病院中央診療

Ａ・Ｂ棟

亥鼻団地駐車場取設その他

教養部・学生寄宿舎

防火施設

附属図書館防火施設

医学部附属病院防火施設

鉄筋コンクリート造５階建

鉄筋コンクリート造３階建

１，９３８

２，６２８

１９８７年度完成

実習作業棟新営、農場整

備１９８７年度完成

増築 １９８７年度完成

消火ポンプ電源その他

防火区画改修

火災報知設備その他

１９８７ 教養部校舎

総合情報処理センター

西千葉団地基幹環境整備

薬学部校舎

理学部防火施設

留学生寮防火施設

鉄筋コンクリート造５階建

鉄筋コンクリート造４階建

鉄骨鉄筋コンクリート造

６階建

１，５６９

１，６２０

受配電室新営その他

１９８８年度完成

自動火災報知受信機行

屋内消火栓ポンプ更新

１９８８ 園芸学部附属柏農場

基幹整備

看護婦宿舎防火施設

医学部附属病院防火施設

医学部防火施設

教養部防火施設

教養部防火施設

電気設備、散水設備、さ

く井その他

屋内消火栓設備

自動火災報知設備

自動火災報知設備

屋外避難階段改修

自動火災報知設備

１９８９ 大学院自然科学研究科校舎 鉄骨鉄筋コンクリート造

地下１階地上８階建

６，１６２ １９９１年度完成
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園芸学部附属柏農場

運営中棟その他

園芸学部附属柏農場

基幹整備

医学部附属病院防火施設

学生寄宿舎防火施設

鉄筋コンクリート造平屋建 １，２７６

道路・排水整備

自動火災報知設備

自動火災報知設備

１９９０ 教養部校舎増築

園芸学部附属柏農場管理棟

園芸学部附属柏農場温室

園芸学部附属柏農場

基幹・環境整備

園芸学部附属柏農場

基幹・環境整備

医学部附属病院防火施設

看護学生寄宿舎防火施設

鉄筋コンクリート造５階建

鉄筋コンクリート造２階建

鉄骨コンクリート造平屋建

１，０２５

１，５００

７６４

１９９１年度完成

屋外便所取設等

道路その他

自動火災報知設備

自動火災報知設備

１９９１ 理学部附属海洋生態系

研究センター小湊実験場

管理棟

医学部附属病院中央診療

Ｄ棟

園芸学部附属柏農場温室

園芸学部附属柏農場

加工実習棟

薬学部防火施設

医学部附属病院防火施設

鉄筋コンクリート造３階建

一部１階

鉄筋コンクリート造２階建

鉄筋コンクリート造３階建

地下１階地上３階建

鉄骨コンクリート造平屋建

鉄骨コンクリート造平屋建

１，４７０

１，５００

１，９０５

７６４

４３０

１９９２年度完成

１９９２年度完成

増築 １９９２年度完成

１９９２年度完成

１９９２年度完成

自動火災報知設備

消火設備、防排煙設備、

避難設備

１９９２ 国際交流会館

工学部工業意匠学科校舎

教育学部音楽棟

附属図書館改修

亥鼻団地基幹整備

西千葉団地基幹整備

教育学部附属小・中学校

防火施設

鉄筋コンクリート造５階建

鉄筋コンクリート造５階建

鉄筋コンクリート造４階建

２，０４７

３，９７０

１，８００

１９９３年度完成

１９９３年度完成

１９９３年度完成

１９９３年度完成

記念講堂改修・ガス引

込、医病エスカレータ、

病院改修その他

１９９３年度完成

変電設備、通信設備、変

電室新営、機械設備

１９９３年度完成

自動火災報知設備

１９９３ 医学部附属病院MRI―CT棟

工学部工業意匠学科校舎

留学生センター

情報ネットワーク

鉄筋コンクリート造平屋建

鉄筋コンクリート造５階建

鉄筋コンクリート造３階建

２２０

１，６３０

１，５２０
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亥鼻団地基幹整備

西千葉団地他基幹整備

国際交流会館

医学部附属病院

クリーンルーム改修

西千葉団地他基幹整備

教養部他校舎等改修

西千葉団地他

体育館照明改修

西千葉団地基幹整備

鉄筋コンクリート造４階建 １，９８０

中央監視盤、通信設備、

環境整備、防災設備、動

物実験施設空調設備、搬

送設備等の改修

総情センターエレベータ

改修環境整備等

１９９４年度完成

１９９４年度完成

身障者対策その他

１９９４年度完成

１９９４年度完成

１９９４年度完成

道路舗装他

１９９４年度完成

１９９４ 大学ホール・福利施設

教養部他校舎等改修

小仲台団地学生寄宿舎

暖房設備改修

運動施設（プール改修等）

大学ホール附帯設備

医学部附属病院

ナースコール改修

医学部附属病院防火施設

鉄筋コンクリート造一部

鉄骨鉄筋コンクリート造

地下１階地上３階建

２，５３７

総合校舎屋上防水、廊下

改修、医学部・園芸学部

トイレ改修その他

西千葉 プール、野球

場、サッカー場、テニス

コート等改修

亥鼻 サッカー場改修そ

の他

映像音声設備

診療棟他防火区画、外来

ホール等スプリンクラー

等改修

１９９５ 国際交流会館

附属図書館亥鼻分館

医学部附属病院厨房改修

医学部附属病院基幹整備

RI総合センター

共同研究推進センター

西千葉団地

鉄筋コンクリート造４階建

鉄筋コンクリート造

地下１階地上３階建

鉄筋コンクリート造５階建

鉄筋コンクリート造２階建

２，６２０

２，６２０

２，６４０

１，１３０

一部改修 ７５０m２

１９９６年度完成

１９９６年度完成

医療ガス配管設備

１９９６年度完成
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千葉大学は、発足当初は５学部、附属病院および附置研究所をもって組織された

が、現在は、９学部、附属図書館、医学部附属病院の各部局およびセンター等を擁す

る総合大学として整備充実されている。諸施設も主要３地区に統合され、教育研究の

場としての機能を充分に果たしている。しかしながら、大学組織は、今後ますます拡

充されることであり、これとあわせて施設も整備充実する必要がある。

ATMネットワーク

教育学部附属中学校

医学部附属病院

MRI―CT棟改修

医学部附属病院看護婦宿舎

鉄筋コンクリート造２階建

鉄筋コンクリート造５階建

５，６８０

１，６８０

１９９６年度完成

１９９６年度完成

１９９６年度完成

１９９６ 医学部附属病院厨

リニアック棟

医学部附属病院厨

看護婦宿舎改修

亥鼻団地福利施設改修

理学部校舎

医学部附属病院基幹整備

共同研究推進センター

西千葉団地

ATMネットワーク

教育学部附属中学校

医学部附属病院防火施設

鉄筋コンクリート造平屋建

鉄骨鉄筋コンクリート造

５階建

鉄筋コンクリート造２階建

鉄筋コンクリート造２階建

３００

５，０５０

１，１３０

５，６８０

１９９８年度完成予定

冷凍機改修その他

１９９６年度完成

外来ホール等防火ダンパ

ー更新、看護婦宿舎及び

看護学生寄宿舎自動火災

報知設備

１９９７ 医学部附属病院基幹整備

医学部防火施設

学生部防火施設

医学部附属病院防火施設

冷凍機改修、病棟改修そ

の他

臨海実験室火災報知設備

改修

体育館等非常電源改修

火災報知機改修
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第６節 入学試験の変遷

第１項 共通第１次学力試験

大学進学率は、１９６０年に８．２％であったものが、１９６５年には１２．８％に急上昇したた

め、相対的に合格率も低下した。また、各大学が独自に入学試験を行っていたことも

あり、入学志願者の増大に伴って、学力検査において高等学校の教育の内容・範囲を

越えた難問や奇問といわれる出題が目立つようになり、社会問題化していった。

１９７１年１２月、文部省（大学入試改善会議）は、共通学力検査の実施を含む「大学入

学者選抜方法の改善について」を発表し、国立大学協会は、１９７３年４月人試改善調査

委員会を設置して共通第１次学力試験の具体的調査研究を開始した。そして１９７６年６

月総会において、「共通第１次学力試験の実施は、大学入試の改善に資する」との方

針が全会一致で決定され、１９７６年１１月総会において「国立大学共通第１次学力試験

は、１９７９年度大学入学者選抜から実施可能である」という結論を得た。

１９７９年度の入学試験から共通第１次学力試験（１９７９年１月実施）が導入されるとと

もに、大学間の格差感を是正するために国立大学の１期校・２期校制が廃止された。

共通第１次学力試験の科目数は、当初５教科７科目であったが、過重負担であると

批判され、１９８７年度入試から５教科５科目で実施された。

１９７９年度の共通第１次学力試験の志願者は、全国で３４１，８３５人であったが、本学は

８，８７０人を西千葉地区５試験場、園芸学部１試験場を設けて担当した。その後志願者

数は１８歳人口の増加等を背景に漸次増加することとなるが、１９８０年度には、学内７試

験場、学外（高校）２試験場を設け、１１年目の１９８９年には全国３９５，５０８人で、本学は

学内５試験場、学外７試験場（高等学校）を設けて１４，４７２人を担当した。

第２項 大学入試センター試験

共通第１次学力試験は、難問・奇問を排し、高校の教育課程に即した良質な出題と

しての評価を受ける反面、５教科７科目を一律に課すことによって、成績による大学

の序列化が顕在化し、いわゆる輪切りによる進路指導が行われた。また、大学の受験

機会が１回になったことに対する不満、国公立大学の改革に止まったこと、各大学の
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２次試験の改善が進まないこと等が批判の対象となった。

このような状況から臨時教育審議会第１次答申（１９８５年）は、偏差値偏重による受

験競争の過熱を是正するため、各大学が自由で個性的な入試に改革する。国公私立大

学を通じて各大学が自由に利用できる「共通テスト」を創設する、という提言を行っ

た。この臨時教育審議会の答申を受けて文部省は、１９８５年国公私立大学、高校関係者

からなる大学入試改革協議会を設け検討を行い、１９８８年２月の同協議会の最終報告を

受けて、１９９０年度入試から共通第１次学力試験に代えて、国公私立大学を通じて利用

できる大学入試センター試験が実施された。

第１回大学人試センター試験を利用した大学は、国立大学（全大学）９５大学３５８学

部、公立大学３７大学８６学部、私立大学１６大学１９学部であった。その後、私立大学の利

用が増加するとともに、１８歳人口（１９９２年のピーク）の増加、進学率（特に女子進学

率）の増加等の背景を受けて大学入試センター試験の受験者数は増加の一途をたどっ

た。

大学入試センター試験の実施にあたっては、これを利用する県内の各大学が協力し

て円滑な実施を図る必要があることから、本学が主管で、本学および私立大学（１１大

学）の入学者選抜担当者からなる連絡会議を組織し、県内での受験者分担のための試

験場の設定等実施上の連絡協議を行っている。

第３項 個別学力検査等

１９７８年度までの入学者選抜は、国立大学を１期校・２期校に分け、１期校は３月上

旬に、２期校は３月下旬に入学試験を設定する、「１期校・２期校制」により実施さ

れた。

ちなみに、本学は１期校として３月上旬に入学試験を実施してきた。

１９７９年度からの入学者選抜は、「学力検査は、第１次学力検査および第２次の学力

検査に分け、第１次の学力検査は、共通第１次学力試験として各国立大学が大学入試

センターとの協力で実施し、第２次学力検査は、各国立大学が必要に応じて実施す

る。」制度が導入された。と同時に、大学問の格差感を是正するため、この１期校・

２期校制が廃止された。

これにより、本学では共通第１次学力試験と第２次学力検査等および調査書などを

総合して入学者を選抜することとなった。

また、志願者が募集人員を大幅に上回った場合、第２次学力検査等を適切に実施す
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ることが困難であるため、共通第１次学力試験の成績および調査書の内容により第１

段階の選抜（足切り）を行い、その合格者に対して第２次学力検査等を実施し最終合

格者を決定する２段階選抜もあわせて取り入れられた。

この共通第１学力試験の導入は、�１その成績による大学の序列化やいわゆる「輪切

り」による進路指導により「入りたい大学」より「入れる大学」を受験する傾向が生

じたこと、�２国公立大学の受験機会が一元化（１回に限定）されたことに対する不満

などがあった。

国立大学協会を中心にこれらの改善についての検討が１９８３年以来進められ、１９８７年

度から各国立大学・学部をＡ、Ｂの２グループに、公立大学・学部をＡ、Ｂ、Ｃの３

グループに分けてＡ、Ｂ、Ｃの順に試験期日を設定して入学者選抜を実施する「連続

方式」が導入され、受験者は異なる２つの大学・学部（公立大学のグループを含める

と３校）を受験できることとなった。本学はＢグループに属し、入学者選抜を実施す

ることとなった。

しかし、１９８７年度の「連続方式」による第２次試験の出願では、第１段階の選抜

（足切り）で大量の不合格者が生じる事態となり、また、合格者発表後には大学・学

部によっては大量の入学辞退者が生じ、入学者決定業務が非常に混乱したため受験

者、大学当局および社会的にも問題が指摘された。

本学においても志願者１９，７７８名に対し、第１段階選抜合格者は１３，３２９名で、実に

６，４４９名の不合格者（足切り）が生じた。また、入学辞退者数は６７９名であり、合格者

数３，２８７名に対する辞退率は２０．７％となり、従来１０％前後の辞退率であったのに比

べ、辞退率が上昇した。

このため、さらに国立大学協会を中心に検討を行い、１９８９年度から「連続方式」に

加え、定員を前期と後期に分割して入学者選抜を実施し、前期に合格し、入学手続き

をした者は後期日程の試験を受験できない（合格としない）こととする「分離・分割

方式」を併用することとした。

本学では、１９８９年度まで「連続方式（Ｂ日程）」により入学者選抜を実施したが、

１９９０年度から１９９４年度の間、教育学部は「連続方式（Ａ日程）」、他の８学部は「分離・

分割方式」で実施し、１９９５・９６年度は教育学部（小学校教員養成課程を除く）のみが

「連続方式（Ａ日程）」を実施したが、他の学部・学科はすべて「分離・分割方式」

による入学者選抜を実施した。

そして、１９９３年１１月、国立大学協会は、１９９７年度から国立大学においては「分離・

分割方式」に統合することとし、「受験機会の複数化」と「入りたい大学」への可能
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性をさらに確実なものとするため、「前期日程」に偏っていた募集人員を是正し、「後

期日程」の募集人員比率を３０％以上とすることを決定した。

これにより、本学においても１９９７年度から全学部が、「分離・分割方式」に統一

し、前期・後期日程の募集人員比率を「７：３」（従来は約「８：２」）として入学者

選抜を実施した。

一方、上記のとおり１９９０年度に「共通第１次学力試験」から「大学入試センター試

験」に改まったが、これに伴い、本学では第２次試験の呼称を「第２次学力検査等」

から「個別学力検査等」に改めた。

第４項 その他の入学者選抜方法

共通第１次学力試験の導入前も一部の大学において、推薦入学、帰国子女の特別選

抜が行われていたが、１９７９年度に共通第１次学力試験が導入されてから評価尺度の多

元化・複数化、入学者選抜の多様化が一層推進される状況となった。

本学においても選抜方法について種々改善してきたが、一般選抜とは異なる尺度で

能力、適性、意欲等を評価する特別選抜（推薦入学、社会人特別選抜、帰国子女特別

選抜、私費外国人特別選抜、３年次編入学、先進科学プログラム学生選抜等）を取り

入れてきた。

私費外国人特別選抜を除いては、入学定員の一部について実施されるものである。

�１ 推 薦 入 学

学校長の推薦にもとづき学力検査を免除し、調査書を主な資料として小論文、面接

等により選抜しているが、多様な人材の選抜という観点から効果がみられる。

工学部Ｂコースの全学科が１９７９年度から実施し、現在は、文学部行動科学科（１９９４

年）、教育学部中学校教員養成課程自然教育・技術教育系（技術科分野）（１９８８年）、

同学部生涯教育課程（２０００年）、法経学部経済学科（１９８６年）、同学部総合政策学科

（２０００年）、理学部物理学科（１９９４年）、理学部生物学科（１９９６年）、薬学部総合薬品

科学科（１９９７年）、工学部Ｂコース都市環境システム学科（１９９９年）、園芸学部生物生

産科学科（１９９４年）、同学部緑地・環境学科（１９９６年）、同学部園芸経済学科（１９９６

年）が実施している。
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�２ 社会人特別選抜

大学入学資格を有し、社会人として職務経験のある者を対象に学力試験を免除し

て、提出書類、小論文、面接により選抜している。

看護学部看護学科で１９９４年度に実施し、１９９７年度から文学部史学科、工学部Ｂコー

ス、２０００年から教育学部生涯教育課程も実施している。

看護学部は、看護学の大学教員の不足対策として、臨床指導教員等の実務経験豊か

な指導者を短期間で養成するとともに、学習意欲の高い看護婦に進学の道を開くこと

をめざしたものであった。これは、看護学系の大学ではわが国で初めての導入であ

り、他大学の看護学科のモデルともなった。その後、看護学教育の基盤整備という観

点から１９９７年より看護婦以外の社会人も受け入れている。

�３ 帰国子女特別選抜

海外で教育を受けて帰国した者を対象に、外国の教育事情を考慮して学力検査を免

除し、提出書類、小論文、面接により選抜している。

文学部では全学科が１９８６年度から実施し、１９９８年度現在、文学部行動科学科、国際

言語文化学科で行っている。また理学部地球科学科は１９８８年度、薬学部総合薬品学科

は１９９７年度に導入した。

�４ ３年次編入学

高等専門学校・短期大学・大学を卒業した者等を対象として選抜し、３年次への編

入を認めるもので、工学部Ｂコースの全学科が１９７８年度、看護学部看護学科が１９７９年

度、工学部Ａコースの全学科が１９８８年度から実施している。なお、工学部Ａコースで

は、推薦による３年次編入学も実施している。

�５ 私費外国人特別選抜

日本国籍を有しないで、外国において教育を受けた者を対象に、私費外国人留学生

統一試験（日本国際教育協会主催）および日本語能力試験（日本国際教育協会・国際

交流基金共催）並びに学力検査、提出書類、面接により選抜している。

工学部Ｂコースを除く全学部学科等で実施している。
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�６ 先進科学プログラム学生選抜

本学では、特別な能力を持った者に対して早期にその能力を発揮できる場を与えた

いと考え、１９９５年１１月、この受け入れについて検討するために評議会内の入学試験運

営委員会の部会として、先進科学特別課程（仮称）専門委員会を設置し、方策につい

て検討を重ねた。１９９７年６月２６日、評議会は「先進科学プログラム構想」を了承し、

法律の整備等の外部の条件が整えば大学として「飛び入学」を実施することが決定し

た。

時を同じくして、１９９７年６月２６日に中央教育審議会第２次答申「２１世紀を展望した

我が国の教育のあり方について」において、希有な才能を持った子供たちのための教

育上の例外措置として大学入学年齢の特例を設け、学校教育制度の弾力化を図ること

が適当であると提言されたことを踏まえ、文部省は１９９７年７月３１日に学校教育法施行

規則の一部改正を行った。これにより、高等学校に２年以上在学した者等で一定の要

件を満たす大学において数学または物理学の分野における特に優れた資質を有し、か

つ、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者について大学入学資格

が認められることとなった。

これを受けて工学部教授会は、１９９７年８月１日に物理学分野で１９９８年４月の学生受

入れを決定した。

本学では、前述のように早期に学内検討を進めていたことから、他大学に先駆けて

「飛び入学」を実施した。

選抜は、従来の総得点によって定員を争う「競争試験」とは異なる、志願者個々の

資質、能力を見極める方法をとることとした。また、出願手続としては、出願前に高

等学校側と事前に協議を行ってから出願の可否を決定するという方法をとり、まず、

学校長から「志願者についての協議書」を提出してもらい、協議が整った者について

のみ出願させ、出願者に対しては「小論文」、「実験」、「面接」、を課して選抜した。

第１回（１９９８年度入学者）の選抜については、協議申請者１１名（高校２年生９名、

外国学校在学者１名、大検１名）で、１１名全員が出願し、受験した。

合格者は３名（高校２年生）であった。

特 例 入 試

１９９５年１月１７日に発生した阪神淡路大震災は、大学入試センター試験実施直後で、

また、個別学力検査の出願直前のことでもあった。志願者の出願不能な事態、精神的

動揺等に配慮し、出願期日の延長・試験日の新たな設定をして試験を実施した。
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本学では、志願者は６人、合格者は３人であった。

第７節 生涯学習事業

第１項 公開講座の進展

本学における公開講座は、大学を地域社会に開放する事業の一環として１９７２年度

（１講座）に開設されて以来、１９９９年度（１８講座）までさまざまな公開講座が実施さ

れ、ほとんどの講座が毎週土曜日の午後に開設している。受講生は講座により異なる

が、小学生（スポーツ講座）から一般市民等にいたるまで幅広い範囲で参加してい

る。

１９９５年度には学内に生涯学習推進委員会が設置され、毎年本委員会において次年度

の公開講座の実施内容について審議・検討し、決定している。開設講座数も年々増

え、テーマも生活に関するものから、スポーツ、健康、園芸、高齢化社会、情報処理

教育、環境問題にいたるまでの多彩なものになってきている。

また、１９９５年度からは全学規模で開設する全学公開講座（教務課担当）と各学部の

特色を出した、部局主催講座（部局担当）の２本柱で実施しているが、本講座に対す

る地域住民各層の関心と期待は大きく、講座によっては受講希望者が募集人員を大幅

に上廻る状況である。

１９９７年度までに開設した公開講座を年度別に掲げると表２―１４―１７のとおりである。

なお、公開講座全体の所管は学生部教務課で行っている。

表２―１４―１７ 公 開 講 座

年 度 ― １９７２ １９７３ １９７４ １９７５ １９７６ １９７７ １９７８ １９７９ １９８０

講 座 数 ― １ ４ ３ ２ ２ ４ ４ ４ ４

年 度 １９８１ １９８２ １９８３ １９８４ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０

講 座 数 ４ ５ ６ ７ ６ ６ ６ ６ ７ ６

年 度 １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ―

講 座 数 ６ ７ ６ ４ ９ １４ １６ １５ １８ ―
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第２項 けやき倶楽部の発足

千葉大学を拠点に、生涯学習に取り組もうと本学主催の公開講座受講生らの声がき

っかけとなり、１９９５年１０月１４日全国でも初めてという、大学と地域のパイプ役を担う

千葉大学生涯学習友の会「けやき倶楽部」が発足、初代会長に生田幹夫氏が就任し、

活動を開始した。

現在、倶楽部の会員は約２２０名で、公開講座の参加者や地域の一般市民が中心であ

る。本学主催の各種生涯学習事業に参加・協力するほか自主的な活動・会員相互の親

睦を目的としている。倶楽部では「ふれあい、共に学び、共に生きる」の旗印のもと

に話し合いを通して相互学習を進めている。グループメンバー同士が話し合いをしな

がら、互いに教えあったり、学びあったりしていくグループコミュニケーション活動

を通して学習する「歴史」、「文芸・芸術」、「哲学・宗教」、「政治・経済」、「健康・福

祉」、「国際理解・情報」、「スポーツ・コミュニケーション」、「環境」の８つの自主学

習グループで学習活動を続けている。主な学習場所としては、大学構内にあるけやき

会館および附属図書館１階に設けられた地域交流コーナーを大学側が開放し、利用し

ている。発足後、大学と共催による公開シンポジウムや倶楽部が主催する対話型講演

会、各種フォーラム等には大学側も講師陣として参加し、会員との交流も図られてい

る。

倶楽部では会員の情報交換のための会報「CAM」も現在までに第１１号を発行して

いる。

また、グループ学習に関する研究会、などさまざまな生涯学習の試みに地域社会も

注目し、千葉テレビは１９９７年９月に「共に学ぶ大学講座生―けやき倶楽部―」と題す

るドキュメンタリー番組を放映した。

第８節 課 外 活 動

第１項 課外活動施設

１９６３年に文理学部および学生部が小中台地区から西千葉地区に移転したが、当時体

育施設としては、同年に整備された陸上競技場、サッカー場、野球場、テニスコート
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のみで、その他の体育施設、サークル部室等には東京大学生産技術研究所から所管替

えとなった古い木造建物を充てていた。体育施設、課外活動施設は年を追い整備さ

れ、１９９７年現在では、西千葉地区の体育施設・課外活動施設として、陸上競技場、サ

ッカー・ラグビー場、テニスコート（６面）、テニス・バレーコート（４面）、野球

場、プール（５０m８コース）、体育館、第２体育館、武道場、弓道場、音楽共同練習

Ａ棟、音楽共同練習Ｂ棟、サークル会館（文化系）、サークル会館（体育系）、体育管

理合宿施設がある。

第２項 学生のサークル活動

西千葉地区で活動している公認サークルは１９７８年には体育系５０サークル、文化系７９

サークル、計１２９サークルであったが、課外活動施設の整備が進むにしたがい漸増

し、１９９７年には体育会４２サークル、体育系４４サークル、文化系７３サークル、音楽系１８

サークル、計１７７サークルとなっている。各サークルの活動は活発で、学内のみにと

とどまらず、学外の大会等に参加し好成績をあげているサークルもある。

課外活動の活発化に伴い、事故も発生している。近年発生した主な事故として、�１

ヨット部ヨット座礁事故（１９９４年、浜松市中田島海岸沖で座礁、１０人の乗組員は全員

無事）、�２N・E・Wゴルフ同好会交通事故（１９９５年、千葉市内の国道で対向車と衝

突、女子部員１名死亡、男子部員２名重傷）、�３新入生急性アルコール中毒死事故

（１９９６年、オリエンテーリング部の新入生勧誘コンパ二次会で新入生が急性アルコー

ル中毒により死亡）がある。１９９４年６月以降、「一気飲み」・「飲酒の強要」の禁止、

コンパ等での飲酒の自粛について告示してきたこともあり、さらに全学生に対しパン

フレット配布等による急性アルコール中毒についての啓蒙活動が行われた。なお、

１９９６年度の春祭は中止となった。

また、最近の社会情勢を反映し、ボランティア活動に参加する学生も増え、１９９５年

に発生した阪神淡路大震災には、本学からも１８名の学生が参加した。

第３項 主な諸行事

関東甲信越大学体育大会

本学を含む１２大学（国立１１、公立１）を構成員として、当番大学を定め、毎年８月

上旬に開催されている。本学は１９８４年、１９９２年に当番大学を引受け、１７競技種目を学
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内および県内の施設を使用して実施している。

関東甲信越大学体育大会は、１９９７年に第４６回を迎え、この大会から３大学が当番大

学となる分担方式となり、信州大学（主管）、新潟大学、長岡技術科学大学が当番大

学となった。

大 学 祭

千葉大学祭は、西千葉地区（千葉大祭）、亥鼻地区（ゐのはな祭）、松戸地区（戸定

祭）の３地区で、学生により組織された大学祭実行委員会が中心となり、毎年１１月１

日から４日の４日間開催されている。大学祭は、サークル活動の日頃の成果を発表す

る場としての機能を果たしていたが、近年、参加団体の増加に伴い、模擬店、アイド

ルショー等お祭り的な企画が主となってきている。また、ゐのはな祭については、実

行委員会が組織されないため、１９９５年度以降は開催されていない。

サークル・リーダーシップトレーニング

サークル・リーダーシップトレーニングは、集団研修を通じて健全な課外活動のあ

り方を理解させ、あわせてリーダーシップの要請を図るとともにサークル活動の質的

向上に資することを目的に、１９７６年度から実施された。当初は体育会系サークルを中

心に行われていたが、１９９６年度から文化系および音楽系サークルを含め行われるよう

になった。

第９節 厚 生 施 設

第１項 学 寮

１９７６年度には、現在の状況に近い施設として管理運営されてきた。

医学部男子学生寮（第１学生寮、人生希望寮）は、共に木造老朽化のため建替え、

雄翔寮として１９７９年４月に完成した。大学の厚生施設としての学寮は、経済生活上の

援助だけが目的ではなく、集団生活を通じて社会人としての人間形成に寄与する場と

して運営、管理され、現在にいたっている。

第２項 国際交流会館

国際交流会館は、Ａ棟（家族・夫婦室）、Ｂ棟（夫婦室）、Ｃ棟（単身室）、Ｄ棟
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（単身室）、Ｅ棟（単身室）および管理棟から成り立っている。

このうち、Ｃ・Ｄ・Ｅ棟は、留学生寮が建築後３０数年経過し老朽化が激しいことか

ら、１９９４年度および１９９５年度に建て替えられた。

管理棟は、留学生寮時代の事務室・食堂などを改修した建物で、事務室、コミュニ

ティホール、相談室および和室などを備えている。

会館の管理は、１９９５年度まで留学生課が行ってきたが、１９９６年度に、小仲台地区宿

舎の集中管理を行うこととなり、職員とともに厚生課に移管された。その後、留学生

へよりきめの細かいサービスを行うため、１９９９年から、留学生課が担当することにな

った。

第３項 学 生 食 堂

西千葉地区キャンパスの学生食堂は、この２０年間変わりなく運営されてきたが、施

設の老朽化が目立ち、１９９６年度には、トイレ等大修理を行った。

亥鼻キャンパスは、医学部に食堂があったが、１９９６年度に附属図書館亥鼻分館新営

の際、旧分館を亥鼻団地福利厚生施設として改修し、学校福祉協会が運営し、１階

（５５２m２）、２階（５４０m２）の２００席を有する食堂が完成した。

松戸地区も、１９８１年度に緑風会館が完成したことにより、２階（２０２m２）で食堂と

軽食喫茶が千葉大学生活協同組合により運営されている。

第４項 大 学 会 館

大学会館は、教職員・学生相互の交流を深めるため、多目的に利用できる施設とし

て、１９８１年に竣工した鉄筋コンクリート３階建建物で総面積は２５６０．５m２である。１

階には、食堂・売店（書籍、文房具、教育機器）・管理室、２階には、軽食喫茶室兼

談話室、談話室、文房具店、書店、３階には会議室（２室）、和室（４室）、音楽鑑賞

室が設置されている。

第５項 けやき会館

千葉大学けやき会館は、１９９３年度の補正予算により福利施設・大学ホールとして、
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１９９４年６月着工、１９９５年３月竣工した。

本館は、学術交流の促進を図り、本学における研究教育の発展に資するとともに、

本学と地域住民との学術および文化の交流並びに本学教職員の親睦・交流に寄与する

ことを目的としており、これまで多数の国際会議および研究会ならびに公開講座等を

開催してきた。

「けやき会館」という名称の由来は、千葉市の「市の木」がケヤキであることや、

住民と大学の架け橋として大きく育って欲しいとの願いを込めて命名されたものであ

る。

同館の規模等は表２―１４―１８のとおりとなっている。

第１０節 奨学と援護

第１項 学費の免除

本学の過去４か年の入学料免除実施状況は、表２―１４―１９のとおりである。

なお、大学院研究科等への入学者については、１９９５年度から収入予定額の３％を越

表２―１４―１８ けやき会館の規模

鉄筋コンクリート造 ３階建 総面積２，６２０m２

大ホール ４４６m２ ３２０席

レストラン １６７m２ ８３席

特別レストラン ３１m２ １２席

会議室―１ ４２m２ ３０人程度収容

会議室―２ ７８m２ ４０人程度収容

会議室―３ ６９m２ ４０人程度収容

会議室―４ ３６m２ ２０人程度収容

レセプションホール ２０１m２ １００人程度収容

中会議室 ６９m２ ２０人程度収容

小会議室 ３９m２ １０人程度収容

和室―１・２ ３４m２・３８m２ １２．５畳 ２室

談話室 ３９m２
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えて免除を行う必要が生じた時は、文部省へ申請を行うことができる超過免除制度が

設けられた。また、１９９９年度から、収入予定額の４％となった。

本学の過去４か年の授業料免除実施状況は、表２―１４―２０のとおりである。

１９８８年度から、経済的な理由により修学困難な私費外国人留学生が多いことから各

大学における授業料免除実施可能額の範囲内では実施せず、超過免除扱いされること

となった。

なお、１９９０年度から、免除実施可能額は授業料収入予定額の８．５％となっている。

また、１９９９年度から免除実施可能額は授業料収入予定額の９．５％となった。

第２項 奨 学 制 度

新制大学発足当初から国による奨学制度として、日本育英会が、優れた学生であっ

て経済的理由により修学困難な者に対して奨学金の貸与を行っている。日本育英会奨

学金は、幾度かの制度の改善、貸与金額の改訂および貸与人員の増員があり、なかで

も１９８４年に、それまでの無利子貸与に有利子貸与が加わり、１９９９年には、有利子貸与

奨学金の貸与金額および貸与人数の大幅な拡充が図られた。

本学でも、この２０年間に可能な限り修学困難な学生の経済的支援の充実を図り、現

在にいたっている。１９９８年度は学部奨学生２，０２３名（全学部生に対する貸与率

表２―１４―１９ 入学料免除実施状況

年 度 １９９４年度 １９９５年度 １９９６年度 １９９７年度

申 請 者 数 ８６ ７６ １４８ １２５

全 額 免 除 ２１ ２６ ７ ２

半 額 免 除 ２６ ２６ ５９ ６２

表２―１４―２０ 授業料免除実施状況

年 度 １９９４年度 １９９５年度 １９９６年度 １９９７年度

申 請 者 数 ９６８ １０２０ １０２５ １０５１

全 額 免 除 ７０４ ７８７ ８７３ ７９２

半 額 免 除 １３６ １３２ １０９ １３９

（各年度の前期分授業料免除実施状況で私費外国人留学生を含む）
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１６．７％）、大学院奨学生６０４名（全大学院生に対する貸与率２４．１％）が貸与を受けてい

る。

１９９９年度新入生の無利子奨学金の貸与月額は、学部生４１，０００円（自宅外は４７，０００

円）、大学院生は修士８４，０００円、博士１１７，０００円となっている。また、１９９９年度に新設

された有利子奨学金（きぼう２１プラン奨学金）の貸与月額は、学部生が３０，０００円、

５０，０００円、８０，０００円、１００，０００円から、大学院生が５０，０００円、８０，０００円、１００，０００円、

１３０，０００円から選択することとなっている。

そのほか、地方公共団体や民間育英団体による奨学金についても、積極的な支援協

力要請等を行った結果、１９９８年度は、地方公共団体３９団体７３名が、民間育英団体３８団

体７１名が奨学金の貸与または給付を受けている。

第３項 学 生 保 険

学生保健互助会

１９５４年４月に学生健康保険組合の名称で組合費年額５００円で発足し、１９８２年度から

組合費が年額２，０００円に改訂された。

１９９５年度から給付限度額が５０，０００円に、弔慰金は２０，０００円に改訂され、１９８３年度か

ら診断証明書料として１，０００円が給付の対象となった。

１９９４年５月に学生健康保険組合は現在の学生保健互助会と改称された。

学生保健互助会の利用率は図２―１４―２のとおりである。

図２―１４―２ 学生保健互助会の利用率（％）
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学生教育研究災害傷害保険制度

１９７６年度から発足したこの保険制度は、学生の正課中、課外活動中などに生じる不

慮の災害に対する被害者救済を目的とした全国的規模のもので、本学では入学時に全

員加入することになっている。

１９９４年度入学生から保険料分担金１，２００万円コースを２，０００万円コースに切り替え

た。

１９９６年度には、新規に通学中等傷害危険担保特約にも全員加入している。
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